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平成 29年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 

総 括 研 究 報 告 書 

 
小規模事業者等における HACCP 導入支援に関する研究 

 

 研究代表者 五十君 靜信 東京農業大学 教授 

      

 

研究要旨  

 平成 28年 3月より「食品衛生管理の国際標準化に関する検討会」において、HACCP

の制度化のための具体的な枠組みの検討が行われ、同年 12 月に最終取りまとめが

公表された。これを受け、平成 30 年を目途に食品衛生法等を改正し、全ての食品

等事業者に対して HACCPによる衛生管理を義務づけることとしている。一方、小規

模事業者等に対してコーデックスが規定する HACCPの導入をそのまま義務づけるこ

とは困難であり、小規模事業者等に対する弾力的な運用についての検討及び科学的

知見の提供等の支援が必要である。本研究班では、HACCP の弾力的運用を必要とす

る小規模事業者等が手順書の作成、製造過程の検証手法に求められる事項の検討に

必要と思われる科学的知見の収集、整理、提供等を行うことを目的とした。 

 特に重要と思われる①食品業種毎（飲食店等）における手引書の模擬的実行性の

検証、②食品業種毎の製造過程における検証手法の検討、殺菌剤の有効性の検討③

食品業種毎の海外における制度の運用状況の調査の３つの項目について研究を行

った。これらの研究を通じ、厚生労働省に製造工程における検証手法、原材料の汚

染を踏まえた衛生管理目標、海外における制度の運用状況、HACCP に係る運用状況

の調査、分析結果などを提案した。 

 海外の運用状況の調査では、既に小規模事業者に対しても HACCPが義務付けされ

ている米国、EU等における小規模事業者に対する HACCPに係る制度の運用状況につ

いて実態調査、分析・評価を行った。米国における小規模事業者への HACCP 指導に

同行することで弾力的運用等に関する調査を行い、日本の小規模事業者への指導に

おける弾力的運用に活用可能な部分の分析・評価を行った。これらの検討内容につ

いて、情報収集とその整理、それぞれの事例検討から得られた今後必要と思われる

科学的知見の整理を行った。 

 

 

研究分担者 

朝倉宏 国立医薬品食品衛生研究所 部長 

窪田邦宏 国立医薬品食品衛生研究所 室長 

 

A. 研究目的 

 「食品衛生管理の国際標準化に関する検討

会」では、今後の制度のあり方としてフードチ

ェーンを構成する食品の製造・加工、調理、販

売等を行う全ての食品等事業者を対象として、

HACCP による衛生管理の手法を取り入れ、我が

国の食品の安全性の更なる向上を図ることが

示された。一方、現状を考慮し、基準 Aとして、

コーデックス HACCPの 7原則を用件とするもの

と、基準 Bとして、小規模事業者や一定の業種

等を対象とした一般衛生管理を基本として、事

業者の実情を踏まえた手引書等を参考に必要

に応じて重要管理点を設けて管理するなど、弾

力的な取扱いを可能とするものとしている。こ

のような弾力的運用は、既に HACCPを導入して

いる米国や EU でも採用されており、我が国が

このような弾力的運用を採用し実行するため

には我が国の食品衛生の実情に合わせた検討

が必要であり、本研究班の目的はその基礎とな

る科学的知見の収集、整理、提供等を行うこと

とした。 

 

B. 研究方法 

 研究班では、特に重要と思われる①食品業種

毎（飲食店等）における手引書の模擬的実行性

の検証、②食品業種毎の製造過程における検証
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手法の検討、殺菌剤の有効性の検討③食品業種

毎の海外における制度の運用状況の調査の３

つの項目について研究を行った。これらの研究

を通じ、厚生労働省に製造工程における検証手

法、原材料の汚染を踏まえた衛生管理目標、海

外における制度の運用状況、HACCP に係る運用

状況の調査、分析結果などを提案した。 

 食品業種毎（飲食店等）における手引書作成

の支援では、業界団体が手引書を作成するに当

たり、科学的な観点から、手引書（案）の実行

性について検証を行い専門家としての助言や

作業の支援を行った。 

製造過程における検証手法の検討では、小規

模事業者等は HACCPが効果的に運用されている

のかを検証するための簡便な手法の開発が必

要であるが、飲食店等の製造過程の検証手法に

中心温を測定する等の手法は現実的ではない。

その代替手法の検討として、模擬キッチンを利

用して、ハンバーグ加熱工程を実例として、現

場で実用可能な検証手法について検討を行っ

た。公益社団法人日本食品衛生協会発行の「Ｈ

ＡＣＣＰの考え方に基づく衛生管理のための

手引書」（小規模な一般飲食店業者向け）の追

加検証としてハンバークの加熱調理につき、実

際の調理現場では中心温度を逐次測定するこ

とはできないため、その代理特性として実行性

のある方法について検討をおこなった。 

市販カット野菜製品の衛生状況を把握する

ため、複数の事業者により製造加工された当該

製品を対象として、衛生指標菌（一般細菌数、

腸内細菌科菌群数、大腸菌群数、大腸菌数、黄

色ブドウ球菌数）を直接塗抹法により定量検出

した。また、同検体由来 DNAを抽出し、次世代

シーケンサーを用いた構成菌叢の網羅的解析

を実施した（継続中）。このほか、当該製品の

製造加工施設を視察し、採材及び衛生的な運用

に係る情報の提供を事業者に求め、了承を得た。

国立保健医療科学院が主催する食品衛生監視

指導員研修において、計 31 自治体からの参加

者に対し、小規模事業者等に対する HACCP導入

にあたっての課題と要望に関するアンケート

調査を行った。 

海外の運用状況の調査では、既に小規模事業

者に対しても HACCPが義務付けされている米国、

EU等における小規模事業者に対するHACCPに係

る制度の運用状況について実態調査、分析・評

価を行った。米国における小規模事業者への

HACCP 指導に同行することで弾力的運用等に関

する調査を行い、日本の小規模事業者への指導

における弾力的運用に活用可能な部分の分

析・評価を行った。 

HACCP の考え方を取り入れた衛生管理を実施

する飲食店等の衛生管理計画作成を支援する

ため、米国の Servsafe manager 6th edtion を

解析し、飲食店向け HACCPの考え方を取り入れ

た衛生管理を支援できる情報収集を行った。 

これらの検討内容について、情報収集とその

整理、それぞれの事例検討から得られた今後必

要と思われる科学的知見の整理を行った。 

検証方法および実際の実験等に関する方法

等については、各分担研究報告書を参照してい

ただきたい。 

 

C. 研究結果 

 中小零細施設を対象とした手引書案作成の

支援では、業界団体が手引書案を作成するに当

たり、科学的な観点から、危害要因分析、衛生

管理の根拠となるータの入手（文献等）及び提

供、対象となる事業所で実行性がある手引書

（案）の作成などについて専門家としての助言

や作業の支援を行った。 

飲食店等の手引書案については、その実行性

について模擬キッチンを用いて検証した。また

製造過程の検証手法の検討では、調理工程で食

材の中心温のモニタリングを行うことは困難

であることから、模擬キッチンを利用して、日

常的に実用可能なモニタリング方法の検討と

して、模擬キッチンを用いてハンバーグ加熱工

程を例として中心温測定に代わる実用性のあ

る手法について検討を行った。中心温度 60～

65℃で透明肉汁が確認され、ハンバークの中心

部分の赤味はなくなり、大腸菌 陰性、一般生

菌数 300cfu/ｇ以下となり加熱は十分である

ことが示された。調理中に、生じる肉汁が、赤

色から透明色に変化することを観察すること

が、食品の中心温とどのように相関するかを検

証し、実用的なモニタリング方法とその科学的

根拠を提供した。  

消費量が増加傾向を示す中食の材料として

汎用される、カット野菜を対象として、複数の

加工製造施設由来の検体を入手し、製品や原材

料の別により、衛生指標菌の検出菌数が大きく

異なることを明らかにしている。特に、複数の

原材料から成る本製品で大腸菌群等の検出割

合が高いことが見出されたほか、腸内細菌科菌

群数よりも大腸菌群数が多くなる製品が複数
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認められた。これを受けて、製品の構成菌叢に

係る試験を実施し、これらの成績をもとに、当

該製品の製造加工における衛生管理状況の検

証を行う上で望ましい検査対象微生物に関す

る知見を得た。都内 6 店舗で販売される計 100

検体のカット野菜製品を対象として、衛生指標

菌の定量検出試験を ISO 法に基づき実施した。

生菌数は概ね４～7 対数個オーダー、腸内細菌

科菌群数及び大腸菌群数は概ね 2～6 対数個オ

ーダーであった。大腸菌、黄色ブドウ球菌、腸

管出血性大腸菌、及びサルモネラ属菌は全検体

で陰性となった。 

衛生状況が良好と判定された製品の製造施

設を訪問し、カットキャベツ製造過程における

衛生管理情報の提供を受けると共に、製造工程

を通じた微生物挙動を検討した。当該施設では

２段階の殺菌洗浄処理を採用していた。製造ラ

インの一次及び二次洗浄殺菌工程前後及び最

終製品を対象とする衛生試験を通じ、洗浄殺菌

に伴う生菌数の明確な減少が認められたが、大

腸菌群数や腸内細菌科菌群数は極めて低値な

がらも生菌数と相関的挙動を示さなかった。大

腸菌・黄色ブドウ球菌は全工程で陰性を示した。 

国立保健医療科学院が主催する食品衛生監

視指導員研修への参加者（自治体担当者）を対

象に、小規模事業者による HACCP導入に関する

アンケート調査を行い、計 16 自治体の監視指

導者から、今後求められる課題等について回答

を得た。このほか、食品衛生管理に関する技術

検討会に参画し、必要と思われる技術的助言を

研究者の立場から行った。 

海外の HACCP の弾力的運用状況の調査では、

食品業種毎の海外における制度の運用状況を

把握するため、平成 29 年度は米国における

HACCP に係る制度の運用状況について調査、分

析・評価を行った。米国ワシントン州およびオ

レゴン州を訪問し、それぞれの州において、小

規模食品取扱い事業者（以下、小規模事業者と

する）に対する監視指導の状況に関する調査を

行なった。小規模事業者において HACCP運用は

基本的に要求されておらず、ハイリスクゆえに

HACCP プランの提出および監視指導時の運用確

認が義務となっている真空パック食品などの

特定の製品を除くと、HACCP を運用している小

規模事業者は、チェーン等の自社規定で運用し

ている場合だけであった。2 州の視指導におい

ては年 2回という定期的な監視指導の中で食品

の中心温度や消毒液の濃度の測定数値等の科

学的根拠に基づきリスクを適宜説明し、その対

策方法を指導するという HACCPの考え方に基づ

いた、リスクベースの指導方法を取っていた。

さらに指導の過程で十分にコミュニケーショ

ンを行い、各事業者にリスクや対策の内容を認

識させることに重点を置いていた。 

監視指導では、手洗いや汚染防止、二次汚染

の防止、一般的衛生管理事項の遵守の確認等、

日本と同様の監視を行なっていたが、特に食材、

調理中および調理済みの食品の温度管理に主

眼を置いていた。食品衛生監視員は、冷蔵保存

中、調理中、冷却中、冷蔵保存中、その他の段

階で多数の食材に中心温度計を刺して温度測

定を行なっていた。食品の実測温度が重要視さ

れる一方で、冷蔵庫等に表示されている温度は

あまり重要視されておらず、それは食品そのも

のの温度管理が重要であるという考え方にも

とづくものであった。 

今回の調査から定期的な監視指導および違

反時の短期間（約 2週間後）の追加監視等の継

続的な指導が事業者の理解を深めるために最

も有効であると考えられた。また、それぞれの

違反内容を点数で評価し、その合計点数により

行政処分の内容（再監視等やその頻度）が決定

されるようになっており、各事業者が納得しや

すい点も評価された。さらに日本と異なり、人

件費を含め監視指導に係る費用は、食品営業許

可費、新規費、追加監査費等から賄われており、

それにより監視人員および監視回数、各施設に

おける指導時間の確保を担保していた。監視指

導は税金からではなく、営業利益を得る事業者

が費用を負担すべきであるという、受益者負担

の概念からこのようなシステムになっていた。

監視で違反等があった場合に再度監視を行う

こととなり、再監視の回数によっては追加料金

が発生することが、事業者の改善への意識向上

に役立っていることも確認された。 

米国の Servsafe マニュアルをレビューし、

衛生管理計画作成できるデータの抽出を試み

た。実務的な温度と時間のコントロールの事例

が多数含まれていたことから、小規模事業者が

衛生管理計画の重要なチェックポイントを作

成し、実施する上でこのような実例紹介が有用

な情報源であると考えられた。 

 

D. 考察 

 小規模な一般飲食店業者向け手引書の中で、

中心温を測定することは現実的でないためそ
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れに代わる方法として具体的な例が示されて

いる。この場合、経験的なことから例示されて

いるが、検証が充分行われていないことがある。

今回は、加熱時における例示の正当性に関する

検証を試みた。一般的な飲食店で用いられる各

種加熱方法（フライパン、スチームコンベクシ

ョン、オーブン、フライパンにて表面に焦げ目

をつけた後にスチームコンベクションおよび

オーブン）により外観の状況、中心温度の変化

に伴う肉汁の色変化および中心の肉色の変化、

菌数の変化、肉汁の栄養成分の分析について検

討した。結果として各種加熱方法に関わらず、

中心温度 40℃前後では濁り肉汁が確認された

が中心分の肉色は赤色であり、大腸菌、一般生

菌数の残存が確認され、加熱不十分であること

が示された。その後継続して加熱し中心温度 60

～65℃で透明肉汁が確認され、中心の肉色は赤

味がなくなり、大腸菌 陰性、一般生菌数 

300cfu/ｇ以下となり加熱は十分であることが

示された。以上により加熱方法の違いに関わら

ずハンバークの安全な加熱状態を見極めるた

めには透明な肉汁が確認できるまで加熱する

ことが重要であることが示された。今後手引書

では、“透明な肉汁が確認されるまでの加熱”

が必要である旨の記載が必要であると思われ

た。 

 喫食前未加熱食品であるカット野菜製品の

衛生指標菌検出状況及び製造工程管理に関す

る情報と細菌挙動に関する知見より、当該食品

の微生物成分規格として衛生指標菌としての

大腸菌（β-D-glucronidase 産生大腸菌）を用

いる有意性が示された。また、菌叢解析は製造

工程管理指標としての大腸菌やサルモネラ属

菌等の適用を支持する結果とも考えられる。そ

の反面、現在、我が国で当該食品の製造工程管

理等において用いられている大腸菌群、あるい

は乳肉食品の糞便汚染指標として採用されて

いる腸内細菌科菌群を当該食品の製造工程管

理や及び微生物基準等に用いる意義は極めて

少なく、衛生規範の改訂あるいは製造基準設定

等に関する検討が喫緊に必要な課題と考えら

れる。 

 米国における現地調査により、米国２州の４

郡における小規模事業者への食品衛生監視指

導の運用実態が確認された。小規模事業者にお

いて HACCP 運用は基本的に要求されておらず、

ハイリスクゆえに HACCPが義務となっている真

空パック食品などの特定の製品の製造販売だ

けであった。また、HACCP プランの提出が要求

され、プランが提出されている小規模事業者で

も運用違反が見られ、HACCP プランの作成後の

運用の監視が重要であることが示唆された。小

規模事業者監視指導においては年 2回という定

期的な監視指導の中で食品の中心温度や消毒

液の濃度の測定数値等の科学的根拠に基づき

リスクを適宜説明し、その対策方法を指導する

というリスクベースの指導方法を取っていた。 

 今回の調査から定期的な監視指導および違

反時の短期間（約 2週間後）の追加監査等の継

続的な指導は事業者の理解を深めるために最

も有効であると考えられた。 

 日本においても小規模事業者に対する HACCP

の考え方に基づくリスクベースの衛生管理の

一環として、例えば年 2回の定期的な監視、速

やかな再監視の実施、監視間隔の短縮等により

不適事項を減少させる改善が可能となると思

われる。また監視指導内容を中心温度等の数値

を活用することにより科学的に説明すること

によって、事業者の衛生管理に対する意識向上

や問題点の改善意欲を高めることが可能にな

ると期待できる。 

 HACCP の考え方を取り入れた衛生管理を実施

する飲食店等の衛生管理計画作成を支援する

ため、米国の Servsafe マニュアルをレビュー

し、衛生管理計画を作成できるデータの抽出を

試みた。本ガイドラインは飲食店等の食品事業

者が HACCPの考え方を取り入れた衛生管理計画

書を作成する上で有用な情報、データが多数含

まれていた。しかし、実際の使用に当たっては、

自らの施設で適用可能か、確認が必要であると

考えられた。 

 

E. 結論 

「食品衛生管理の国際標準化に関する検討

会」では、今後の制度のあり方としてフードチ

ェーンを構成する食品の製造・加工、調理、販

売等を行う全ての食品等事業者を対象として、

HACCP による衛生管理の手法を取り入れ、我が

国の食品の安全性の更なる向上を図ることが

示された。一方、現状を考慮し、基準 Aとして、

コーデックス HACCPの 7原則を用件とするもの

と、基準 Bとして、小規模事業者や一定の業種

等を対象とした一般衛生管理を基本として、事

業者の実情を踏まえた手引書等を参考に必要

に応じて重要管理点を設けて管理するなど、弾

力的な取扱いを可能とするものとしている。 
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 このような弾力的運用は、既に HACCPを導入

している米国や EU でも採用されており、我が

国がこのような弾力的運用を採用し実行する

ためには我が国の食品衛生の実情に合わせた

検討が必要であり、本研究班ではその基礎とな

る科学的知見の収集、整理、提供等を行うこと

である。 

 これらの研究を通じ、厚生労働省に製造工程

における検証手法、原材料の汚染を踏まえた衛

生管理目標、海外における制度の運用状況、

HACCP に係る運用状況の調査、分析などを提案

する。また、危害要因分析、重要管理点や管理

基準の設定などについて専門家によるアドバ

イスや、手引き書案の取りまとめなどを支援す

ることは、今後弾力的運営における科学的な支

援が求められており、より確実な食品衛生管理

を進める上で活用される物と思われる。 

米国における現地調査や Servsafe マニュア

ルをレビューから、実務的な温度と時間のコン

トロールの事例が多数示すことの重要性が示

された。これらは小規模事業者が衛生管理計画

の重要なチェックポイントを作成し、実施する

上で有用な情報源となると考えられた。しかし、

これらの事例は、当該施設への運用にあたって、

自らの施設で本当に安全な食品が提供できる

か、事前の導入検証が必要であると考えられた。 

 

F. 健康危険情報 

特になし 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

1. 朝倉宏，岡田由美子，五十君靜信：食

品・医薬品・環境分野等の微生物試験法お

よび微生物汚染の制御に関する最近の話題

「食品衛生検査指針 微生物編 2015」収載

試 験 法 ． 日 本 防 菌 防 黴 学 雑 誌

2017;45:225-229.(2017.4)  

 

2. 学会発表 

1. 窪田邦宏、田村克、天沼宏、今川正紀、中

地佐知江、溝口嘉範、熊谷優子。全国にお

ける食品への異物混入被害実態の把握」。第

113 回日本食品衛生学会学術講演会

（2017.11.9-10）東京 

2. 豊福肇．輸入食品リスクランキングモデル

の構築. 第 113 回日本食品衛生学会学術講

演会．東京 

 

3. 講演会等での情報発信 

1. 五十君静信。微生物制御の国際整合性の

重要性と HACCP制度化に伴う微生物検査。

COOP 研修会。(2017.4.14)埼玉 

2. 五十君静信。食品衛生管理の国際標準化

はなぜ必要か。―厚労省の HACCP 制度化

検討状況―。ニイタカ／感染予防協会共

催セミナー(2017.5.15)東京 

3. 五十君静信。食品微生物検査の国際化対

応の重要性。第 29回 HACCPフォローアッ

プセミナー。(2017.6.14)東京 

4. 五十君静信。HACCPの制度化にむけて。日

本食品保蔵科学会。(2017.9.1)東京 

5. 五十君静信。基準 B 手引書の考え方のポ

イント．日本食品衛生協会講演会「食品

衛生法改正に向けた検討状況について」．

（2017.10.16）東京 

6. 朝倉 宏．基準 B 手引書の考え方のポイ

ント．日本食品衛生協会講演会「食品衛

生法改正に向けた検討状況について」．

（2017.10.20）大阪 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得  なし 

2. 実用新案登録  なし 

 

3.その他 
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平成 29年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 

小規模事業者等における HACCP 導入支援に関する研究 
分担研究報告書 

 

手引き書作成支援に関する科学的根拠 

 

 研究分担者 五十君 靜信 東京農業大学 教授 

      

 

研究要旨  

 「食品衛生管理の国際標準化に関する検討会」では、今後の制度のあり方としてフー

ドチェーンを構成する食品の製造・加工、調理、販売等を行う全ての食品等事業者を対

象として、HACCP による衛生管理の手法を取り入れ、我が国の食品の安全性の更なる向

上を図ることが示された。一方、現状を考慮し、基準 Aとして、コーデックス HACCPの

7原則を用件とするものと、基準 Bとして、小規模事業者や一定の業種等を対象とした

一般衛生管理を基本として、事業者の実情を踏まえた手引書等を参考に必要に応じて重

要管理点を設けて管理するなど、弾力的な取扱いを可能とするものとしている。このよ

うな弾力的運用は、既に HACCP を導入している米国や EU でも採用されており、我が国

がこのような弾力的運用を採用し実行するためには我が国の食品衛生の実情に合わせ

た検討が必要であり、本分担研究ではその基礎となる科学的知見の収集、整理、提供等

を行うことである。 

 特に重要と思われる食品業種毎（飲食店等）における手引書の模擬的実行性の検証に

ついて研究を行った。「HACCP の考え方に基づく衛生管理のための手引書」（小規模な一

般飲食店業者向け）の追加検証としてハンバークの加熱調理につき、実際の調理現場で

は中心温度を逐次測定することはできないため、その代理特性として実行性のある方法

について検討をおこなった。各種加熱方法にかかわらず、ハンバークの安全な加熱状態

を見極めるためには透明な肉汁が確認できるまで加熱することが重要であることが示

された。  

 

 

研究協力者 

高柳 晃司  ホシザキ北信越株式会社 

川宮 美由紀 ホシザキ北信越株式会社 

山森 慶子 ホシザキ北信越株式会社 

金盛 幹昌 ホシザキ株式会社 

高澤 秀行 高澤品質管理研究所 

多賀 夏代 高澤品質管理研究所 

戸田 政一 高澤品質管理研究所 

 

A. 研究目的 

 「食品衛生管理の国際標準化に関する検討会」

では、今後の制度のあり方としてフードチェーン

を構成する食品の製造・加工、調理、販売等を行

う全ての食品等事業者を対象として、HACCP によ

る衛生管理の手法を取り入れ、我が国の食品の安

全性の更なる向上を図ることが示された。一方、

現状を考慮し、基準 Aとして、コーデックス HACCP

の 7原則を用件とするものと、基準 Bとして、小

規模事業者や一定の業種等を対象とした一般衛

生管理を基本として、事業者の実情を踏まえた手

引書等を参考に必要に応じて重要管理点を設け

て管理するなど、弾力的な取扱いを可能とするも

のとしている。このような弾力的運用は、既に

HACCPを導入している米国やEUでも採用されてお

り、我が国がこのような弾力的運用を採用し実行

するためには我が国の食品衛生の実情に合わせ

た検討が必要であり、本研究班の目的はその基礎

となる科学的知見の収集、整理、提供等を行うこ

とである。 

そこで、公益社団法人日本食品衛生協会発行の

「HACCP の考え方に基づく衛生管理のための手引

書」（小規模な一般飲食店業者向け）の追加検証

としてハンバークの加熱調理につき、実際の調理

現場では中心温度を逐次測定することはできな

いため、その代理特性として加熱調理法に関し実

行性のある方法について、科学的に検証すること

を目的とした。 

 

B. 研究方法 

 一般飲食店業者向けにおける手引書の中心温

度測定に代わる実行性のある代替方法の妥当性

検証は、研修用の調理施設を用いて行った。 
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研修用の模擬キッチンを使い、ハンバーク調理

に必要な原材料を用い、それに大腸菌 109cfu/ｇ

になるように添加してハンバークを調製した。 

一般的な飲食店で用いられる各種加熱方法（フ

ライパン、スチームコンベクション、オーブン、

フライパンにて表面に焦げ目をつけた後にスチ

ームコンベクションおよびオーブン）により外観

の状況、中心温度の変化に伴う肉汁の色変化およ

び中心の肉色の変化、菌数の変化、肉汁の栄養成

分の分析について検討した。詳しい手技や方法等

については、別紙参照。 

 

C. 研究結果 

 実験に関する詳しい写真等は、別紙に示した。

各種加熱方法に関わらず、中心温度 40℃前後で

は濁りまたは赤い濁り肉汁が確認された。その

時のハンバーク中心部分は赤身であり、大腸菌、

一般生菌数の残存が確認され、加熱不十分であ

ることが示された。その後継続して加熱し中心

温度 60～65℃で透明肉汁が確認され、ハンバー

クの中心部分の赤味はなくなり、大腸菌 陰性、

一般生菌数 300cfu/ｇ以下となり加熱は十分

であることが示された。以上により加熱方法の

違いに関わらずハンバークの安全な加熱状態

を見極めるためには透明な肉汁が確認できる

まで加熱することが重要であることが示され

た。 

 

D. 考察 

 フライパン、スチームコンベクション、オー

ブン、フライパンにて表面に焦げ目をつけた後

にスチームコンベクションおよびオーブンと

いう、一般的な飲食店で用いられる各種加熱方

法について検証を行った。それぞれの加熱方法

に関わらず、中心温度 40℃前後では濁りまたは

赤い濁り肉汁が確認された。その時のハンバー

ク中心部分は赤身であり、大腸菌、一般生菌数

の残存が確認され、加熱不十分であることが示

された。 

継続して加熱し中心温度 60～65℃で透明肉

汁が確認され、ハンバークの中心部分の赤味は

なくなり、大腸菌 陰性、一般生菌数 300cfu/

ｇ以下となり加熱は十分であることが示され

た。透明肉汁の直前には黄色みのかかった濁り

肉汁が観察されるが、この時点ではまだ生菌が

検出され、透明肉汁の確認が細菌学的には必要

であることが示された。中心温の測定は、一般

の飲食店では困難であり、今回検討を行った肉

汁の変化を観察することにより、温度測定の代

替として活用可能であると思われた。 

以上により加熱方法の違いに関わらずハン

バークの安全な加熱状態を見極めるためには

透明な肉汁が確認できるまで加熱することが

重要であることが示された。 

加熱十分な時点で観察される透明な肉汁と、

その前に観察される濁り肉汁の組成について

比較したところ、濁り肉汁では、水分が多い傾

向が見られ、脂質が少ないことが示された。 

 

E. 結論 

小規模な一般飲食店業者向けの手引書の模

擬的実行性の検証について研究を行った。

「HACCP の考え方に基づく衛生管理のための手

引書」（小規模な一般飲食店業者向け）の追加

検証としてハンバークの加熱調理につき、実際

の調理現場では中心温度を逐次測定すること

はできないため、その代理特性として実行性の

ある方法について検討をおこなった。各種加熱

方法にかかわらず、ハンバークの安全な加熱状

態を見極めるためには、透明な肉汁が確認でき

るまで加熱することが重要であることが示さ

れた。 

 

F. 健康危険情報 

特になし 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

1. 朝倉宏，岡田由美子，五十君靜信：食品・

医薬品・環境分野等の微生物試験法および

微生物汚染の制御に関する最近の話題「食

品衛生検査指針 微生物編 2015」収載試験

法 ． 日 本 防 菌 防 黴 学 雑 誌

2017;45:225-229.(2017.4)  

 

2. 学会発表 

1. 安藤洸幸、嶋岡泰世、五十君靜信、山越昭

弘。酵素基質培地を用いた加熱損傷黄色ブ

ドウ球菌の検出。日本食品微生物学会。

2017.10.5-6。徳島 

 

3. 講演会等での情報発信 

1. 五十君静信。微生物制御の国際整合性の

重要性と HACCP制度化に伴う微生物検査。

COOP 研修会。(2017.4.14)埼玉 

2. 五十君静信。食品衛生管理の国際標準化

はなぜ必要か。―厚労省の HACCP 制度化
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検討状況―。ニイタカ／感染予防協会共

催セミナー(2017.5.15)東京 

3. 五十君静信。食品微生物検査の国際化対

応の重要性。第 29回 HACCPフォローアッ

プセミナー。(2017.6.14)東京 

4. 五十君静信。HACCPの制度化にむけて。日

本食品保蔵科学会。(2017.9.1)東京 

5. 五十君静信。基準 B 手引書の考え方のポ

イント．日本食品衛生協会講演会「食品

衛生法改正に向けた検討状況について」．

（2017.10.16）東京 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得  なし 

2. 実用新案登録  なし 

 

3.その他 
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別紙  手作りハンバーグの加熱時間中心温度外観検証実験 
【食材】 
牛乳に溶き卵を入れ、これに大腸菌を約１０９ｃｆｕになるように添加後、パン粉、玉ね

ぎ、香辛料、牛豚合挽き肉を加えてミキサーで 2 分間×3 回混和する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



11 
 

  【調理方法】  
  重量 ２００ｇ  厚さ約１．８ｃｍに調製し冷蔵保存とし、用事取り出して以下の５

つの調理方法にて加熱時間、外観、中心温度、衛生指標菌の菌数の挙動について確認した。 
① フライパンでの加熱  
② スチームコンベクションオーブンでの加熱   
③ オーブンでの加熱   
④ フライパンで表面加熱後スチームコンベクションオ－ブンにて加熱  
⑤ フライパンで表面加熱後、オーブンで加熱 
※スチームコンベクションオーブンはコンビモード２３０℃水蒸気量９０％にて検証 
※オーブンはホットエアーモード１８０℃風量微風にて検証 

 
  【使用器具】 

              
 
 
 
 

             
 

 
 
 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

メーカー：ホシザキ（株）
品名：スチームコンベクションオーブン
型式：MIC-6SA3-1
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①②濁り肉汁確認

6分 約40℃
写真Ａ

③④透明肉汁確認

約10分 65℃
写真Ｂ

≪フライパンの加熱時間と温度の検証実験≫ 
 
【実験方法】 
① 濁り肉汁の確認：ＩＨコンロ：フライパン１０００Ｗ（中火）で表面温度 150℃を確

認し、フライパンに乗せ片面を加熱する。その際、直ちに中心温度計を中心部に刺し、

中心温度を継続測定する。約 1.5 分後反転させて蓋をし、ＩＨコンロを３００Ｗ（弱

火）とし反対面の加熱を行う。継続的に外観を観察し、濁っている肉汁が出た時点の

中心温度と肉汁を採取（濁り肉汁の栄養成分測定用）、中心部の写真を撮る。 
② 濁り肉汁時の菌数測定検体の採取：3 個を①と同じ条件にて加熱し、濁り肉汁が確認

できたら菌数測定用として直ぐに冷蔵してストマック袋に保管する。 
 

③ 透明肉汁の確認：ＩＨコンロ：フライパン１０００Ｗ（中火）で表面温度 150℃を確

認し、フライパンに乗せ片面を加熱する。その際、直ちに中心温度計を中心部に刺し、

中心温度を継続測定する。約 1.5 分後反転させて蓋をし、ＩＨコンロを３００Ｗ（弱

火）とし反対面の加熱を行う。継続的に外観を観察し、透明肉汁が出た時点の中心温

度と肉汁を採取（透明肉汁の栄養成分測定用）、中心部の写真を撮る。 
④ 透明肉汁時の菌数測定検体の採取：3 個を③と同じ条件にて加熱し、透明肉汁が確認

できたら菌数測定用として直ぐに冷蔵してストマック袋に保管する。 
 

 【結果】 
  （１）厚さ 1.8 ㎝の場合 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

加熱時間（分） 

中
心
温
度 

(℃) 

フライパン 
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写真Ａ                   写真Ｂ 
濁った肉汁                 透明な肉汁 
 
 
 
 
                      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 赤色の濁り肉汁確認             透明肉汁確認 
 約６分後中心温度約 40℃           約 10 分後中心温度約 65℃ 
 余熱で 7 分後 47℃              余熱で 12 分後 70℃ 
                      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）厚さ 3 ㎝の場合 
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①②濁り肉汁確認

10分約40℃
写真Ａ

③④透明肉汁確認

16分約60℃
写真Ｂ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真Ａ                   写真Ｂ 
                   
 
 
 
 
 
 
 
赤色の濁り肉汁確認             透明肉汁確認 

 約 10 分後中心温度約 40℃          約 16 分後中心温度約 60℃ 
                     余熱で 20 分後 70℃ 

                        
 
 
 
 

≪スチームコンベクションオーブンの加熱時間と温度の検証実験≫ 

中
心
温
度
（
℃
） 

加熱時間（分） 



15 
 

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

③④透明汁確認

約10分 65℃
写真Ｂ

①②濁り肉汁確認

約5分 35℃
写真Ａ

 
 

 【実験方法】 

① 濁り肉汁の確認：スチームコンベクションオーブン庫内温度 230℃を確認し、ハンバー

グ 2個を入れ、一方のハンバーグに装置備え付けの中心温度計を刺して加熱スタートす

る。装置の窓から観察し、濁っている肉汁が出た時点の中心温度と肉汁を採取（濁り肉

汁の栄養成分測定用）、中心部の写真を撮る。 

② 濁り肉汁時の菌数測定検体の採取：ハンバーグ 3個を①と同じ条件にて加熱し、濁り肉

汁が確認できたら菌数測定用として直ぐに冷蔵してストマック袋に保管する。 

 

③ 透明肉汁の確認：スチームコンベクションオーブン庫内温度 230℃を確認し、ハンバー

グ 2個を入れ、一方のハンバーグに装置備え付けの中心温度計を刺して加熱スタートす

る。装置の窓から観察し、透明肉汁が出た時点の中心温度と肉汁を採取（透明肉汁の栄

養成分測定用）、中心部の写真を撮る。 

④ 透明肉汁時の菌数測定検体の採取：ハンバーグ 3個を③と同じ条件にて加熱し、透明肉

汁が確認できたら菌数測定用として直ぐに冷蔵してストマック袋に保管する。 

 

 

 

【結果】 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

                

  

 

 

写真Ａ                   写真Ｂ 

加熱時間（分） 
 
 

中
心
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℃
） 

スチームコンベクションオーブン 
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濁った肉汁                 透明な肉汁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

赤色の濁り肉汁確認            透明肉汁確認 
 約５分後中心温度約 35℃          約 10 分後中心温度約 65℃ 

                    余熱で 15 分後 81℃ 
                      
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ≪オーブンの加熱時間と温度の検証実験≫ 
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オーブン

余 熱

③④透明肉汁確認

15分 58℃

写真Ｂ

① ②濁肉汁確認 

12分 48℃ 

写真Ａ 

 

 
 

 【実験方法】 

① 濁り肉汁の確認：オーブン庫内温度 180℃を確認し、ハンバーグ 2 個を入れ、一方

のハンバーグに装置備え付けの中心温度計を刺して加熱スタートする。装置の窓か

ら観察し、濁っている肉汁が出た時点の中心温度と肉汁を採取（濁り肉汁の栄養成

分測定用）、中心部の写真を撮る。 

② 濁り肉汁時の菌数測定検体の採取：ハンバーグ 3 個を①と同じ条件にて加熱し、濁

り肉汁が確認できたら菌数測定用として直ぐに冷蔵してストマック袋に保管する。 

 

③ 透明肉汁の確認：オーブン庫内温度 180℃を確認し、ハンバーグ 2 個を入れ、一方

のハンバーグに装置備え付けの中心温度計を刺して加熱スタートする。装置の窓か

ら観察し、透明肉汁が出た時点の中心温度と肉汁を採取（透明肉汁の栄養成分測定

用）、中心部の写真を撮る。 

④ 透明肉汁時の菌数測定検体の採取：ハンバーグ 3 個を③と同じ条件にて加熱し、透

明肉汁が確認できたら菌数測定用として直ぐに冷蔵してストマック袋に保管する。 

 

【結果】 
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赤色の濁り肉汁確認            透明肉汁確認 
  約 12 分後中心温度約 48℃         約 15 分後中心温度約 58℃ 

                     余熱で 19 分後 71℃ 
                       
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪フライパン表面加熱後、スチームコンベクションオーブン加熱時間と温度の検証実験≫ 
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フライパン+スチームコンベクションオーブン

スチームコンベンション

（庫内温度 230℃） 余 熱フライパン加熱

③④透明汁確認

約10分55～65℃

写真Ｂ

①②濁肉汁確認

約5分 35～45℃

写真Ａ

 【実験方法】 

① 濁り肉汁の確認：ＩＨコンロ：フライパン１０００Ｗ（中火）で表面温度 200℃
を確認し、中心温度計を刺したハンバーグをプライパンに乗せ片面 1.5 分、反対

面 1.5 分加熱する。スチームコンベクションオーブン庫内温度 230℃を確認し、

フライパンで表面加熱されたハンバーグを入れ、ハンバーグに装置備え付けの中

心温度計を刺して加熱スタートする。装置の窓から観察し、濁っている肉汁が出

た時点の中心温度と肉汁を採取（濁り肉汁の栄養成分測定用）、中心部の写真を撮

る。 

② 濁り肉汁時の菌数測定検体の採取：ハンバーグ 3 個を①と同じ条件にて加熱し、

濁り肉汁が確認できたら菌数測定用として直ぐに冷蔵してストマック袋に保管す

る。 

③ 透明肉汁の確認：ＩＨコンロ：フライパン１０００Ｗ（中火）で表面温度 200℃
を確認し、中心温度計を刺したハンバーグをフライパンに乗せ片面 1.5 分、反対

面 1.5 分加熱する。スチームコンベクションオーブン庫内温度 230℃を確認し、

フライパンで表面加熱されたハンバーグを入れ、ハンバーグに装置備え付けの中

心温度計を刺して加熱スタートする。装置の窓から観察し、透明汁が出た時点の

中心温度と肉汁を採取（濁り肉汁の栄養成分測定用）、中心部の写真を撮る。 

④ 透明肉汁時の菌数測定検体の採取：ハンバーグ 3 個を③と同じ条件にて加熱し、

透明肉汁が確認できたら菌数測定用として直ぐに冷蔵してストマック袋に保管す

る。 

【結果】 
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赤色の濁り肉汁確認            透明肉汁確認 
 約５分後中心温度約 35～45℃        約 10 分後中心温度約 55～65℃ 
                     余熱で 14 分後 78℃ 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
≪フライパンで表面加熱後、オーブン加熱時間と温度の検証実験≫ 
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フライパン+オーブン

フライパン（200℃） オーブン（庫内温度 180℃） 余 熱

③④透明汁確認

約11分 60℃

写真Ｂ

①②濁肉汁確認

約7分 50℃

写真Ａ

 

【実験方法】 

① 濁り肉汁の確認：ＩＨコンロ：フライパン１０００Ｗ（中火）で表面温度 200℃
を確認し、中心温度計を刺したハンバーグをフライパンに乗せ片面 1.5 分、反

対面 1.5 分加熱する。オーブン庫内温度 180℃を確認し、フライパンで表面加

熱されたハンバーグを入れ、ハンバーグに装置備え付けの中心温度計を刺し

て加熱スタートする。装置の窓から観察し、濁っている肉汁が出た時点の中心

温度と肉汁を採取（濁り肉汁の栄養成分測定用）、中心部の写真を撮る。 

② 濁り肉汁時の菌数測定検体の採取：ハンバーグ 3 個を①と同じ条件にて加熱

し、濁り肉汁が確認できたら菌数測定用として直ぐに冷蔵してストマック袋

に保管する。 

③ 透明肉汁の確認：ＩＨコンロ：フライパン１０００Ｗ（中火）で表面温度 200℃
を確認し、中心温度計を刺したハンバーグをフライパンに乗せ片面 1.5 分、反

対面 1.5 分加熱する。オーブン庫内温度 180℃を確認し、フライパンで表面加

熱されたハンバーグを入れ、ハンバーグに装置備え付けの中心温度計を刺し

て加熱スタートする。装置の窓から観察し、透明汁が出た時点の中心温度と肉

汁を採取（濁り肉汁の栄養成分測定用）、中心部の写真を撮る。 

④ 透明汁時の菌数測定検体の採取：ハンバーグ 3個を③と同じ条件にて加熱し、

透明肉汁が確認できたら菌数測定用として直ぐに冷蔵してストマック袋に保

管する。 

【結果】 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                            加熱時間（分） 

   写真Ａ                 写真Ｂ 

中
心
温
度
（
℃
） 



22 
 

                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

赤色の濁り肉汁確認             透明肉汁確認 
  約 7 分後中心温度約 50℃           約 11 分後中心温度約 60℃ 

                      余熱で 14 分後 6 8℃ 
    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                具体的なチェック方法（例） 
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 ハンバーグ・つくねなどのひき肉料理は、中心部まで十分火が通り、透明な肉汁が確認で

き、中心部の赤味がなくなるまで加熱することが必要です。 

 肉汁が確認しにくい場合は竹串等でハンバーグの表面を刺して少し押すと肉汁の状態が

確認できます。 

ハンバーグ（加熱する食品の例）の中心部が十分に加熱された時の火の強さや加熱時間、

外観（肉汁の状態、膨張の状態）、中心温度、焼き上がりの触感等を観察してその時の中心

部の色等を確認して作業マニュアルを作成しておいてください。 

日々の調理の中で外観の状態を調理者の官能によって加熱が十分であることを確認して

ください。 

                       

 

 

 

 

 

 

 

       濁り肉汁                 透明肉汁 

 

新しいメニューを追加した時もまず、同様のチェックを確認してください。 

 

調理毎の記録は必要ありませんができれば一日一回程度は肉汁の確認、その時の中心温

度、中心部分の肉の色を確認し、有害な微生物が殺菌できる温度帯まで加熱できているかの

確認を行い、結果を記録用紙（日誌）に書き留めておきましょう。 

特に新しいメニューを考えたときは初回の調理条件で殺菌状態の確認を行っては如何で

しょうか。 

 

ひき肉は特に有害な微生物に汚染されている可能性が高いので十分な加熱が必要です。 

 

また、加熱調理前（生肉等）の食材が手指や調理器具（まな板、皿等）を介して他の食品

を汚染させないように注意してください。 

 

 

 

【参考データ】 
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            濁り肉汁と透明肉汁の栄養成分の比較 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆ハンバーグ肉汁（濁肉汁・透明肉汁）の成分   

  
      濁り肉汁      透明な肉汁 

① ② ③ 平均値 ① ② ③ 平均値 

エネルギー（Kcal） 437.0  444.0  314.0  398.0  493.0  423.0  496.0  471.0  

タンパク質（ｇ） 3.0  2.3  3.2  2.8  1.4  2.6  2.3  2.1  

脂質（ｇ） 24.1  24.3  16.6  21.7  26.5  23.0  27.8  25.8  

炭水化物（ｇ） 52.0  54.0  38.0  48.0  62.2  51.5  59.1  57.6  

水分（ｇ） 19.8  18.4  41.3  26.5  8.9  21.9  10.8  13.9  

灰汁（ｇ） 1.1  1.0  0.9  1.0  1.0  1.0  0.0  0.6  

 

 

 

 

 

  

透明な肉汁 濁り肉汁 
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○濁り肉汁 

タンパク質が熱変性の途中であり、保水（肉汁を閉じ込める作用）が出来ておらず、 

水分が多くなっている。 

脂質（肉の脂は固形）は中心温度が低いため、まだ溶けだしていない。 

○透明な肉汁 

タンパク質の熱変性が完了しており、保水が出来ており、ハンバーグの中で肉汁がと 

どまっている。 

脂質は中心温度が高くなっているため、溶けだしてきている。 

※タンパク質が熱変性することにより、食品中の水分やうまみ成分を抱きかかえ、食 

品中に閉じ込めます。 

ハンバーグで言えば、肉汁（旨味）を中に閉じ込めるということに繋がります。 

 

肉汁にはうまみ成分（アミノ酸）が含まれます。 

アミノ酸はタンパク質ですので、透明な肉汁にもある程度のタンパク質が含まれるの 

だと思います。 

濁った肉汁のタンパク質には、アミノ酸だけでなく血液などのタンパク成分（灰汁な 

ど）も含まれていると考えられます。 

※動物性食品の灰汁（アク）は血液などに含まれるタンパク質が加熱により固まり、 

表面に茶色や灰色の泡状になって浮き出たもの。 
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平成 29年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 
「小規模事業者における HACCP導入支援に関する研究」 

分担研究報告書 
 

カット野菜の製造過程における検証方法等に関する研究 
 
 

研究分担者 朝倉 宏  国立医薬品食品衛生研究所食品衛生管理部 
研究協力者 山本詩織  国立医薬品食品衛生研究所食品衛生管理部 
研究協力者 牧野有希  国立医薬品食品衛生研究所食品衛生管理部 
研究協力者 大河内美穂 キューピー株式会社品質保証本部 
研究協力者 宮下 隆  キューピー株式会社品質保証本部 

 
 

研究要旨：都内 6店舗で販売される計 100検体のカット野菜製品を対象として、
衛生指標菌の定量検出試験を ISO 法に基づき実施した。生菌数は概ね４～7 対数
個オーダー、腸内細菌科菌群数及び大腸菌群数は概ね 2～6対数個オーダーであっ
た。大腸菌、黄色ブドウ球菌、腸管出血性大腸菌、及びサルモネラ属菌は全検体
で陰性となった。菌叢解析を通じ、当該製品より腸内細菌科菌群及び大腸菌群と
して検出される優勢菌叢としては Rahnella 属、Serratia 属、Buttiauxella 属、
Hafnia属等が同定された。単一原料製品に比べ、複合原料製品は相対的に高い指
標菌数分布を示した。販売施設別では、大腸菌群数が最も低値を示す施設（2.45
対数個/g）は、最大値の施設（6.35対数個/g）に比べ約 3.9対数個の差異を示し、
販売段階での温度管理が当該製品の衛生指標菌の検出状況に大きな影響を及ぼす
と推察された。 
上記製品のうち、衛生状況が良好と判定された製品の製造施設を訪問し、カッ

トキャベツ製造過程における衛生管理情報の提供を受けると共に、製造工程を通
じた微生物挙動を検討した。当該施設では２段階の殺菌洗浄処理を採用していた。
製造ラインの一次及び二次洗浄殺菌工程前後及び最終製品を対象とする衛生試験
を通じ、洗浄殺菌に伴う生菌数の明確な減少が認められたが、大腸菌群数や腸内
細菌科菌群数は極めて低値ながらも生菌数と相関的挙動を示さなかった。大腸
菌・黄色ブドウ球菌は全工程で陰性を示した。以上より、カット野菜を一例とし
て、非加熱で喫食される形態の非動物性食品の製造工程管理や製品の微生物汚染
に関する検証にあたって、大腸菌群を採用する科学的根拠は乏しく、国際整合性
を確保する上では大腸菌等を用いる有用性が示された。 

 
Ａ. 研究目的 
 平成28年12月に最終取り纏めが行われ
た、「食品衛生管理の国際標準化に関する検 
 
討会」では、今後のわが国における食品安 
 

全確保の在り方として、フードチェーンを
構成する食品の製造・加工、調理、販売等
を行う全ての食品等事業者を対象に、
HACCP による衛生管理手法を取り入れ、
更なる安全確保を図ることが示された。そ
の中では、各業態・業種の特性や特徴等を
考慮して、コーデックスが定める HACCP7
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原則・12手順を要件とする「HACCPの考
え方に基づく衛生管理基準」、及び小規模事
業者や一部業種等を対象とした、一般衛生
管理を基本とする「HACCP の考え方を取
り入れた衛生管理基準」の二分化を行い、
その対応にあたることとなった。特に、後
者については、事業者の実情を踏まえ、必
要に応じて重要管理点を設定して管理する
等、弾力的な取り扱いを可能とするものと
している。 
 こうした弾力的運用は、既に HACCP を
導入している米国や欧州等でも認められて
おり、我が国がこのような弾力的運用を採
用し、実行していくためには、国内の食品
衛生の実情にあわせた検討を行うことが必
要不可欠である。 
 本分担研究では、こうした背景を鑑み、
食品製造過程における効果的な HACCP の
運用に資する検証方法に関する検討を行う
ことを目的として、本年度は、カット野菜
の衛生状況の検証ならびに、当該製品製造
施設における工程管理実態に関する情報整
理ならびに同工程での微生物挙動に関する
検討を行い、当該食品の製造工程管理にあ
たっての検証方法を提示することとした。 
 

Ｂ. 研究方法 
１．市販カット野菜検体の確保 
平成２９年 11 月から平成 30 年 1 月に

かけて、関東地域の食品販売施設（計 6施
設）にて市販される計 100検体のカット野
菜製品を買い上げ、以下の試験に供した。
入手後、検体は 10℃以下を保持し、概ね 2
時間以内に当研究所まで搬送した。 
2. 検体の前処理 
 カット野菜検体の容器包装を 70%エタ

ノールを用いて消毒後、余剰水分を滅菌脱
脂綿で拭取り、滅菌した鋏で検体の容器包
装上端を切除し、検体あたり 25gを計量し、
滅菌ストマッカー袋に収納した。同袋に、
滅菌緩衝ペプトン水（Buffered Pepton 
Water (BPW), pH 7.4）225mLを無菌的
に加え、1 分間ストマッキング処理を行い
（6.0 ストローク/秒）、これを検体原液と
した。 
 
3. 衛生指標菌の定量検出試験 
 上述の検体原液を用いて、生菌数、腸内
細菌科菌群数、大腸菌群数、大腸菌数及び
黄色ブドウ球菌数を求めた。各試験の実施
に あ た っ て は 、 そ れ ぞ れ ISO 
4833-1:2013、ISO 21528-2:2017、ISO 
4832: 2006、ISO 16649-2:2001、ISO 
6888-1:1999 を用いた。各試験フローの
概要については図１に示した。 
 
4. 病原細菌の検出試験 
 上項 3 を経た検体原液残液を 37℃にて
18時間培養し、平成 27年 7月 29日付け
食安発 0729第 4号及び平成 26 年 11月
20 日付け食安監発 1120 第 2 号に基づい
て、サルモネラ属菌及び腸管出血性大腸菌
の定性検出試験を行った。 
 
5. 構成菌叢解析 
 上項２の検体原液 10ｍL を遠心分離し、
沈査より全 DNA を抽出した。これを鋳型
として、16S rRNA V5-V6領域を Ionアダ
プター配列を含むプライマーを用いて、
PCR増幅後、精製・定量した。その後、混
合ライブラリーを作成し、Ion Chef/PGM
を 用 い た ion semi-conductor 
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pyrosequencing 解析に供した。取得配列
デ ー タ に つ い て は 、 CLC Genomic 
Workbench を用いて不要配列を除去し、
RDP classifier pipelineを介してリード配
列の階級付けを行った。 
 
6. カット野菜製造施設における採材協力
及び工程管理情報の整理 
 平成 30 年 2月にカット野菜製造施設を
訪問し、同カテゴリーにおいて国内で最も
主要な製品である、カットキャベツを対象
とした製造工程に関する情報を整理すると
ともに、製造ラインを視察し、中間製品等
の採材への協力を求めた。採材検体につい
ては、採取後速やかに包装を行い、10℃以
下の温度帯で当研究所まで2時間以内に搬
送し、その後、速やかに上項 2～4 に示す
微生物試験に供した。 
 
7.統計解析 
販売施設間での指標菌検出成績について、

Turkey-Kramer 法を用いて、成績に有意
な差異があるかを検証した。単一・複合原
料検体間における指標菌数の有意差は、t
検定を用いて解析を行った。 
 
Ｃ. 研究結果 
1. 市販カット野菜製品における衛生実態 
 市販カット野菜製品計 100 検体を対象
とした衛生指標菌の検出分布状況について
は図１に示した。以下に指標菌種別の状況
を概説する。 
1）一般細菌数（生菌数） 
 一般細菌は全検体より検出され、検出菌
数の幅は 7.9x103～1.8x107CFU/ｇ、中央
値は 1.5x106であった（図 2）。特に販売店

C より購入した、玉ねぎやパクチーを原料
とする製品における同菌数中央値は
1.1x107CFU/gと他製品に比べて相対的に
高い傾向を示した。実際に Turkey-Kramer
法により、一部施設間で有意な差異を認め
た（施設 A vs. C、B vs. C、C vs. D、C vs. 
F、表 1）。 
 
2）腸内細菌科菌群数 
 腸内細菌科菌群は計 96 検体より検出さ
れ、陽性検体における検出菌数の幅は
6.0x101 ～ 7.6x106CFU/g 、 中 央 値 は
3.7x103CFU/gであった（）。特に販売店 C
より購入した、玉ねぎやパクチーを原料と
する製品における同菌数中央値は
2.6x106CFU/gと他製品に比べて相対的に
高い傾向を示した。実際に Turkey-Kramer
法により、一部施設間で有意な差異を認め
た（施設 A vs. C、B vs. C、C vs. D、C vs. 
E、C vs. F、表 1）。 
 
3）大腸菌群数 
 大腸菌群は計 95 検体より検出され、陽
性検体における検出菌数の幅は 1.0x102～
1.5x107CFU/g、中央値は 1.7x103CFU/g
であった（図２）。腸内細菌科菌群と同様に、
販売店 C由来の、玉ねぎやパクチーを原料
とする製品の中央値は 5.5x106CFU/g と、
他製品に比べて、相対的に高い傾向を示し
た。実際に Turkey-Kramer 法により、一
部施設間で有意な差異を認めた（施設A vs. 
C、B vs. C、C vs. D、C vs. E、C vs. F、
表 1）。 
 
4）大腸菌数及び黄色ブドウ球菌数 
大腸菌及び黄色ブドウ球菌は全ての検体
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で陰性となった。 
 
5）病原細菌 
 腸管出血性大腸菌及びサルモネラ属菌は
いずれも定性試験により陰性となった。 
 
6）販売施設別での比較 
指標菌検出成績を販売施設別に示した

（図 3）。3種の検出された指標菌の分布成
績から、販売施設 A~C については、同施
設 D～F に比べて相対的に高い数値を示す
傾向にあり、大腸菌群数として最大・最小
の施設はそれぞれ 6.35 対数個/g 及び
2.45対数個/gと約 3.9対数個/gの差異を
認めた。しかしながら、製品種別を考慮せ
ずに販売施設間の有意差を解析したところ、
いずれも有意差は認められなかった。 
 
7）原料の単一・複合性による比較解析 
カット野菜検体について原料が単一であ

るか、複数の原料を含むかにより大別し、
両者における指標菌検出状況を比較したと
ころ、全検体の成績間では有意差がみられ
なかったものの、複合原料検体は単一原料
検体に比べ、各種指標菌数が高い傾向にあ
った（図４）。販売施設別に、単一原料検体
と複合原料検体を比較したところ、施設 B、
C、D、Fで有意差が認められた（表 2）。 
 
2. 菌叢解析 
 13製品39検体を対象とした菌叢解析で
は、計 521 菌属が検出された。このうち、
Escherichia 属は不検出であったが、サル
モネラ属由来遺伝子については、培養法で
は不検出であったものの、計 8 製品 12検
体より定量的には僅かながらも検出された

（図 5）。 
供試検体全体では Pseudomonas 属、

Leuconostoc 属 、 Lactococcus 属 、
Plesiocystis 属等が最も優勢な菌属として
同定されたが、これらに続く優勢菌叢とし
て、腸内細菌科菌群や大腸菌群の定義に含
まれうる、植物性或いは環境常在菌叢の
Rahnella属、Buttiauxella属、Serratia属、
Hafnia 属、Raoultella 属、Pantoea 属、
Yersinia属等が高い占有率をもって検出さ
れた（図 5；太字は腸内細菌科菌群、下線
は大腸菌群に含まれる菌属を指す）。 
 原料別では、玉ねぎを主原料とする検体
で Plesiocystis属が概ね検出されない状況
にあったほか、レタスを主原料とする検体
では、Leuconostoc属、Lactococcus属及
び Plesiocystis属の占有率が相対的に低い
数値を示した（データ未載）。 
以上の成績より、カット野菜供試検体を

構成する菌叢には腸内細菌科菌群及び大腸
菌群に属する常在菌叢が多く含まれる実態
が明らかとなった。 
 
3.カット野菜製造施設における工程管理に
関する情報整理 
1）製造工程管理 
 平成 30 年 2月に関東地域のあるカット
野菜製造施設を訪問し、国内消費量の最も
多いカットキャベツ製造工程管理に関する
情報を提供いただくと共に、製造工程を通
じた衛生指標菌数の挙動を調査した。 
 当該施設でのカットキャベツ製造工程の
概要については図6に記した。同工程では、
原料に起因する微生物危害を極力制御する
ために、二段階の殺菌洗浄工程を設け、そ
の対応にあたっていた。また、殺菌効果を
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高めるため、殺菌剤の有効性評価及び関連
設備機器の導入等も適時行っていた。 
 
２）製造工程を通じた微生物挙動 
 実際に、一次殺菌前、一次殺菌後、二次
殺菌前、二次殺菌後、最終製品の別にそれ
ぞれサンプリングを行い、衛生指標菌数を
求めたところ、生菌数は、一次及び二次殺
菌後には若干の減少を示した（図 7）。しか
しながら、腸内細菌科菌群数及び大腸菌群
数については、これと相反する挙動を示し
た（図 7）。何れの工程においても大腸菌は
検出されず、最終製品（カットキャベツ）
の生菌数平均値は 4.9ｘ103CFU/ｇ、腸内
細菌科菌群、大腸菌群及び大腸菌は不検出
であった。一方、ロットは異なるものの、
同様の製造工程を経たカットキャベツに他
原料を加えた製品については、生菌数平均
値が 2.3ｘ103CFU/ｇ、腸内細菌科菌群数
が 1.2ｘ103CFU/g、大腸菌群数が 1.1ｘ
103CFU/ｇと、前者に比べて増加傾向を示
した（図 7）。 
 以上より、カットキャベツの製造工程を
通じた微生物動態として、当該食品を殺菌
洗浄工程に供することは、微生物危害の低
減に確実に機能していることが示された。
一方で、同工程を通じた大腸菌群や腸内細
菌科菌群等、食肉等で汎用される代表的な
糞便汚染指標菌を当該食品の製造工程管理
にあたっての衛生指標として用いる意義は
ないことが示された。 
Ｄ. 考察 
本研究では、製造環境温度等の安定的確

保が行いやすい冬季に、市販流通するカッ
ト野菜製品の衛生状況を把握すると共に、
衛生環境が確保された製品の製造工程に関

する情報を取り纏め、同工程の微生物挙動
に関する知見を得た。 
指標菌検出成績の比較として、販売施設

C で購入した玉ねぎやパクチーを原料とす
る製品検体で特に高値を示したが、販売施
設C由来検体が他施設の多くと有意差を示
したことから、当該施設における販売工程
での温度管理あるいは販売に供した時間経
過等に要因があると目された。菌叢解析結
果はこれを支持するものであり、販売施設
C由来の玉ねぎを主原料とする検体（図 5、
検体番号 10-A~C）では、低温性の大腸菌
群に属する Rahnella 属が他検体に比べ極
めて優勢な状況にあった。Rahnella属菌は
土壌に優勢とされており、玉ねぎ等の根菜
類を原料とした検体で優勢となった状況は
生育環境に依存するものと思われる。 
 EU では、カット野菜等の製造基準とし
て、大腸菌を採用している（n=5, c=2; 
m=100, M=1000）ほか、店頭販売時の成
分規格として、サルモネラ属菌陰性（n=5, 
c=0, m=0/25g）を採用している。 
 わが国で大腸菌群が衛生指標菌として採
用された当時は、国内の衛生状況は先進諸
国と同等とは言い難く、また経済状況等も
現在とは大きく異なっていたことから、そ
の採用には異論がなかったものと思われる。
一方、現在のわが国は先進主要国として国
際社会に参画する状況となり、衛生実態も
産学官の連携や事業者自らによる衛生確保
等を通じ、大きく改善されている。  
食品の国際貿易が加速度的に進む現在、

食品安全に係る国際整合性を微生物規格基
準やガイドライン等を通じて、如何に反映
させうるかは、国際貿易上の大きな課題と
もなっており、国際整合性の確保に資する
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衛生試験法として、現行の大腸菌群を用い
た衛生指標の考え方を多くの食品に適用す
る科学的根拠は乏しいと考えられる。 
 食品の製造工程管理に係る国際的な微生
物基準の一例として、EU では、カットフ
ルーツ及びカット野菜に対してサルモネラ
属菌を、スプラウトに対し腸管出血性大腸
菌主要6血清型を最終製造製品に適用して
いる。それらの根拠には、健康被害実態が
大きく関与していると推察される。日本国
内の食中毒被害実態に目を向けると、非加
熱のサラダ等による計 8 件の事例のうち、
3件はノロウイルス、同じく 3件はサルモ
ネラ属菌（うち、1件はチフス菌）、1件は
エルシニア、その他の病原性大腸菌、その
他の細菌となっていた（2010年 1月 1日
～2018 年 3 月 18 日；厚生労働省食中毒
統計資料による）。ノロウイルスについては、
製造加工従事者による二次汚染の可能性が
高いと思われる一方、原料等に起因する微
生物危害の製造工程管理による低減策を講
じる上では、サルモネラ属菌や大腸菌に注
視した形で、今後の衛生管理の在り方につ
いて議論を行うことは、国際整合性の確保
を考える上で必要な事項と思われる。 
 EU で実施されるサルモネラ属菌に関す
る検証方法としては、ISO法もしくは同法
との間で妥当性確認が取れたものを採用す
ることとなっている。我が国のサルモネラ
属菌検査法については、ISO法に準じたも
のであるが、国内では同等性の観点を含め
て迅速簡便検査法が検討対象となったこと
はない。国立医薬品食品衛生研究所が主催
する「食品からの微生物標準試験法検討委
員会」では、こうした近年の動向変化に応

じて、迅速簡便検査法の同等性評価に関し
ても議論の対象とするべく準備を進めてい
る。来るべき HACCP 法制化に際し、カッ
ト野菜・フルーツ等の製造工程管理や製品
における微生物危害を検証するためには、
今後、迅速簡便な検証方法を見定め、その
評価を行うことが必要不可欠と思われる。 
 
Ｅ. 結論 
 喫食前未加熱食品であるカット野菜製品
の衛生指標菌検出状況及び製造工程管理に
関する情報と細菌挙動に関する知見より、
当該食品の微生物成分規格として衛生指標
菌としての大腸菌（β-D-glucronidase 産
生大腸菌）を用いる有意性が示された。ま
た、菌叢解析は製造工程管理指標としての
大腸菌やサルモネラ属菌等の適用を支持す
る結果とも考えられる。その反面、現在、
我が国で当該食品の製造工程管理等におい
て用いられている大腸菌群、あるいは乳肉
食品の糞便汚染指標として採用されている
腸内細菌科菌群を当該食品の製造工程管理
や及び微生物基準等に用いる意義は極めて
少なく、衛生規範の改訂あるいは製造基準
設定等に関する検討が喫緊に必要な課題と
考えられる。 
 

Ｆ. 研究発表 
１．論文発表 
なし（投稿予定１報） 

２．学会発表 
 なし 
 
Ｇ. 知的財産権の出願・登録状況 
なし 
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図１. 衛生指標菌定量試験の概要図 
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図 2. 市販カット野菜検体における衛生指標菌定量分布成績の概要 
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図 3. 市販カット野菜検体の販売施設別指標菌検出状況の比較 

 

 

図 4. 市販カット野菜検体の原料構成による指標菌検出状況の比較 



36 
 

 

図 5. 市販カット野菜代表検体の構成菌叢解析におけるバーチャート 

赤字は腸内細菌科菌群として、下線は大腸菌群として検出されうる菌属を示す。 
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図 6. カットキャベツの製造工程フロー概要 

 

 

図 7. カットキャベツ製造工程を通じた衛生指標菌の生存挙動 

 



38 
 

表 1. 市販カット野菜製品検体における衛生指標菌検出成績に係る販売施設別での有意差 

q境界値 q値 q境界値 q値 q境界値 q値
A vs. B 905387.8 3423927.4 35369.045 962836 11791.818 2503306.7
A vs. C 3721592.3 3248222.7 1047940.3 136166 2221203.9 354021.03
A vs. D 182030.6 3698264.3 35447.068 175789 11686.212 457039.18
A vs. E 848096.4 5413704.5 34850.045 304475 14246.818 791615.08
A vs. F 757598.3 3698264.3 32159.075 175789 13733.485 457039.18
B vs. C 4626980.1 3248222.7 1083309.4 136166 2232995.7 354021.03
B vs. D 723357.1 3698264.3 70816.113 175789 105.60606 457039.18
B vs. E 57291.4 5413704.5 519 304475 2455 791615.08
B vs. F 147789.5 3698264.3 3209.9701 175789 1941.6667 457039.18
C vs. D 3903623.0 3536217.0 1012493.2 157230 2232890.1 408788.27
C vs. E 4569688.7 5304325.5 1082790.4 272331 2235450.7 708042.06
C vs. F 4479190.6 3536217.0 1080099.4 157230 2234937.4 408788.27
D vs. E 666065.7 5591250.0 70297.113 351578 2560.6061 914078.36
D vs. F 575567.6 3953610.8 67606.143 202984 2047.2727 527743.39
E vs. F 90498.1 5591250.0 2690.9701 351578 513.33333 914078.36

販売施設間
比較

生菌数 腸内細菌科菌群数 大腸菌群数

 

*淡赤色背景箇所は有意と検定されたことを示す。 

 

表 2. 原料の単一・複合性の別に見た、カット野菜検体における指標菌検出成績の有意差 

販売施設 生菌数 腸内細菌科菌群数 大腸菌群数
B 0.08221 0.00757 0.10916
C 0.00061 0.00226 0.01162
D 0.00003 0.08974 0.00465
F 0.00388 0.18562 0.34901

 

*淡赤色背景箇所は単一原料検体と複合原料検体間で有意差ありと検定されたことを示す。 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 

「小規模事業者等における HACCP 導入支援に関する研究」 
平成29年度分担研究報告書 

 
米国の食品小規模事業者における衛生管理の運用状況の調査 

 
研究分担者  窪田邦宏  国立医薬品食品衛生研究所安全情報部第二室長 
研究協力者  溝口嘉範  岡山市保健所衛生課 

天沼 宏  国立医薬品食品衛生研究所安全情報部第二室 
田村 克  国立医薬品食品衛生研究所安全情報部第二室 

 
研究要旨： 平成 28 年 3 月より「食品衛生管理の国際標準化に関する検討会」に

おいて、HACCP の制度化のための具体的な枠組みの検討が行われ、同年 12 月に最

終取りまとめが公表された。これを受け、平成 30 年を目途に食品衛生法等を改正

し、全ての食品等事業者に対して HACCP による衛生管理を義務づけることとして

いる。一方、小規模事業者等に対してコーデックスが規定する HACCP の導入を

そのまま義務づけることは困難であり、小規模事業者等に対する弾力的な運用につ

いての検討および科学的知見の提供等の支援が必要である。 

 本分担研究では、食品業種毎の海外における制度の運用状況を把握するため、本

年度は米国における HACCP に係る制度の運用状況について調査、分析・評価を

行い、我が国における制度化にあたり、弾力的に運用すべき事項を検討した。米国

ワシントン州およびオレゴン州を訪問し、それぞれの州において、小規模食品取扱

い事業者（以下、小規模事業者とする）に対する監視指導の状況に関する調査を行

なった。小規模事業者において HACCP 運用は基本的に要求されておらず、ハイリ

スクゆえに HACCP プランの提出および監視指導時の運用確認が義務となってい

る真空パック食品などの特定の製品を除くと、HACCP を運用している小規模事業

者は、チェーン等の自社規定で運用している場合だけであった。2 州の視指導にお

いては年 2 回という定期的な監視指導の中で食品の中心温度や消毒液の濃度の測

定数値等の科学的根拠に基づきリスクを適宜説明し、その対策方法を指導するとい

う HACCP の考え方に基づいた、リスクベースの指導方法を取っていた。さらに指

導の過程で十分にコミュニケーションを行い、各事業者にリスクや対策の内容を認

識させることに重点を置いていた。 
 監視指導では、手洗いや汚染防止、二次汚染の防止、一般的衛生管理事項の遵守

の確認等、日本と同様の監視を行なっていたが、特に食材、調理中および調理済み
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の食品の温度管理に主眼を置いていた。食品衛生監視員は、冷蔵保存中、調理中、

冷却中、冷蔵保存中、その他の段階で多数の食材に中心温度計を刺して温度測定を

行なっていた。食品の実測温度が重要視される一方で、冷蔵庫等に表示されている

温度はあまり重要視されておらず、それは食品そのものの温度管理が重要であると

いう考え方にもとづくものであった。 
 今回の調査から定期的な監視指導および違反時の短期間（約 2 週間後）の追加監

視等の継続的な指導が事業者の理解を深めるために最も有効であると考えられた。

また、それぞれの違反内容を点数で評価し、その合計点数により行政処分の内容（再

監視等やその頻度）が決定されるようになっており、各事業者が納得しやすい点も

評価された。さらに日本と異なり、人件費を含め監視指導に係る費用は、食品営業

許可費、新規費、追加監査費等から賄われており、それにより監視人員および監視

回数、各施設における指導時間の確保を担保していた。監視指導は税金からではな

く、営業利益を得る事業者が費用を負担すべきであるという、受益者負担の概念か

らこのようなシステムになっていた。監視で違反等があった場合に再度監視を行う

こととなり、再監視の回数によっては追加料金が発生することが、事業者の改善へ

の意識向上に役立っていることも確認された。 
 日本においても小規模事業者に対する HACCP の考え方に基づくリスクベース

の衛生管理の一環として、例えば年 2 回の定期的な監視、速やかな再監視の実施、

監視間隔の短縮等により不適事項を減少させる改善が可能となると思われる。また

監視指導内容を中心温度等の数値を活用することにより科学的に説明することに

よって、事業者の衛生管理に対する意識向上や問題点の改善意欲を高めることが可

能になると期待できる。 
 

Ａ. 研究目的 

平成 28 年 3 月より「食品衛生管理の国

際標準化に関する検討会」において、

HACCP の制度化のための具体的な枠組み

の検討が行われ、同年 12月に最終取りまと

めが公表された。これを受け、平成 30 年

を目途に食品衛生法等を改正し、全ての食

品等事業者に対してHACCPによる衛生管

理を義務づけることとしている。一方、小

規模事業者等に対してコーデックスが規定

するHACCPの導入をそのまま義務づける

ことは困難であり、小規模事業者等に対す

る弾力的な運用についての検討および科学

的知見の提供等の支援が必要である。本研

究では、HACCP の弾力的運用を必要とす

る小規模事業者等が手順書の作成、製造過

程の検証手法に求められる事項の検討に必

要と思われる科学的知見の収集、整理、提

供等を行うことを目的とした。本分担研究

では、食品業種毎の海外における制度の運

用状況の調査を把握するため、本年度は米

国におけるHACCPに係る制度の運用状況

について調査、分析・評価を行い、我が国

における制度化にあたり、弾力的に運用す

べき事項を検討した。 
 
Ｂ. 研究方法 
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 平成 30 年 3 月 5～15 日に米国ワシント

ン州シアトル市およびオレゴン州ポートラ

ンド市を訪問し、ワシントン州保健局、シ

アトル市・キング郡保健局、キットサップ

郡保健局、クラーク郡保健局、オレゴン州

保健局、ムルトノマ保健局を訪問し、それ

ぞれの州および郡において、レストラン、

弁当等、調理して消費者に直接販売するよ

うな小規模食品取扱い事業者（以下、小規

模事業者とする）に対する監視指導の状況

に関する調査を行なった（2 州 4 郡）。小規

模事業者に対する抜き打ちの監視指導に同

行し、実際の監視指導内容や、HACCP の

導入状況もしくはHACCPの考え方に基づ

く衛生管理の内容を調査した。また各保健

局との議論から、アメリカ合衆国連邦政府

（食品医薬品局（US FDA）、農務省

（USDA））、各州政府、各郡自治体の役割

分担や、各州の Food Code（食品規則）、

監視指導方法、HACCP 導入義務製品要件

やHACCPの考え方に基づくリスクベース

の監視指導実態、食中毒対応、食品衛生監

視員の教育等について調査を行った。 
 州による違いや、大都市圏とそうではな

い場所での違いがあるかを検討するため規

模の異なる郡を選定して調査を行った。大

都市圏としてはワシントン州のキング郡

（シアトル市を含む）およびオレゴン州の

ムルトノマ郡（ポートランド市を含む）を

調査し、それに対する大都市圏外として、

ワシントン州のキットサップ郡およびクラ

ーク郡の 2 郡の調査を行った。2010 年の

人口統計調査によると、シアトル市の人口

は 608,660 人、ポートランド市の人口は

583,776 人であった。またワシントン州で

はシアトル市のあるキング郡の 2010 年の

人口は 1,931,249 人で、クラーク郡は 
425,363 人、キットサップ郡は 251,133 人

であった。オレゴン州ではポートランド市

のあるムルトノマ郡の 2010 年の人口は

735,334 人であった。（2010 年米国人口統

計資料、米国国勢調査局） 
 
米国国勢調査局 
（United States Census Bureau） 
https://www.census.gov/en.html 
 
 
Ｃ. 研究結果 

 
I. 食品衛生監視員による監視指導 
 
監視指導の管轄 
 米国では州によって Food Code が多少

異なるものの基本的には米国食品医薬品局

（US FDA）作成の FDA Food Code（資料

１：Food Code 2009 の表紙および目次）

をベースとして各州が多少変更したものを

州の FoodCode として制定している。例と

してワシントン州 Retail Food Code の表

紙および目次を示す（資料２）。州によって

は米国 US FDA の Food Code をそのまま

使用している。監視指導に関しては州をま

たいで全米に対して出荷される製品につい

ては US FDA および米国農務省食品安全

検査局（USDA FSIS）が担当し、郡をまた

いで州内で流通する製品は州保健局および

州農務省が担当していた。今回調査を行っ

たワシントン州およびオレゴン州おいては

小規模事業者の監視指導は各郡が担当して

いた。 
 

https://www.census.gov/en.html
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米国食品医薬品局食品規則 
（FDA Food Code） 
https://www.fda.gov/Food/GuidanceRegul
ation/RetailFoodProtection/FoodCode/ 
 
ワシントン州小売事業者食品規則 
（Washington State Retail Food Code） 
https://www.doh.wa.gov/Portals/1/Docum
ents/Pubs/332-033.pdf 
https://www.doh.wa.gov/Communityand
Environment/Food/FoodWorkerandIndus
try/FoodSafetyRules 
 
監視指導 
 上記 2 州および 4 郡は各州の FoodCode
を元に小規模事業者の監視指導を行ってい

るが、その内容は HACCP の考え方に基づ

いた「リスクベース（Risk Based）」の監

視指導であった。HACCP 運用は基本的に

要求されておらず、肉の真空パック食品な

どのハイリスクゆえにHACCPプランの提

出および監視指導時の運用確認が義務とな

っている特定の製品（資料３A～E）を除く

と、HACCP を運用している小規模事業者

は、チェーン店等が社内規定として運用し

ている場合だけであった。 
 今回調査した地域の食品営業許可の期限

は 1 年である。新規申請時には取り扱い食

品の内容および食品製造過程の詳細により

3 段階にリスク分類を行なっている。Risk 
Level1 は基本的に調理工程が含まれない

事業者である。パッケージされそのまま喫

食可能な食品を、開封せずそのままもしく

は加温して販売するサンドイッチやホット

ドッグ等である。Risk Level2 は限定的な

調理工程が含まれる事業者である。パンの

加熱、ドーナツを揚げる、パッケージされ

ている食品（肉を含む）を開封してサンド

イッチ等を作り提供する等である。Risk 
Level3 は解凍、カット、加熱調理、冷却、

冷蔵、再加熱等の複雑な調理を含む事業者

で多く事業者はこのカテゴリーである。監

視回数も Risk Level によって異なり、Risk 
Level1 は年に 1 回の定期監視、Level2 は

年に 1 回の定期監視および 1 回の教育的訪

問（学校の場合は年に 2 回の定期監視）、

Level3は年に2回の定期監視および1回の

教育的訪問が行われいる。Risk Level によ

って食品営業許可の手数料は異なり、

Risk3 が最も高額で、Level2、Level1 と順

に低額になっている。食品営業許可手数料

には 1 年間の定期監視および教育訪問に係

る費用も含まれており、郡によって異なる

ものの日本と比較して高額となっている。

さらに事業規模により金額が異なっており、

大規模事業者の方が高額である。クラーク

郡を例として挙げると年間営業許可の費用

は Level3 の飲食店の場合、収益が 0～50
万ドルの場合は 920 ドル、50 万～100 万ド

ルの場合は 1,090 ドル、100 万ドル以上の

場合は 1,185 ドルである。また新規開業時

書類審査手数料も高額である。例えば新規

開設店舗の場合には 722 ドルである（資料

４A、４B）。 
 食品衛生監視員の給与等も含めた監視指

導活動に係る費用は基本的にこれらの年間

営業許可費用から賄われている。これはワ

シントン州およびオレゴン州においては、

受益者負担の概念が基本となっており、監

視指導を受けることで利益を得るのは事業

者であり、それに係る食品安全を担保する

ための経費は当該事業者が負担すべきであ

https://www.fda.gov/Food/GuidanceRegulation/RetailFoodProtection/FoodCode/
https://www.fda.gov/Food/GuidanceRegulation/RetailFoodProtection/FoodCode/
https://www.doh.wa.gov/Portals/1/Documents/Pubs/332-033.pdf
https://www.doh.wa.gov/Portals/1/Documents/Pubs/332-033.pdf
https://www.doh.wa.gov/CommunityandEnvironment/Food/FoodWorkerandIndustry/FoodSafetyRules
https://www.doh.wa.gov/CommunityandEnvironment/Food/FoodWorkerandIndustry/FoodSafetyRules
https://www.doh.wa.gov/CommunityandEnvironment/Food/FoodWorkerandIndustry/FoodSafetyRules
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るという考え方に基づいている。最終的に

その費用は提供される食品や料理の価格に

転嫁されることとなるが、食品を購入、喫

食する消費者がより安全な食品を手にする

ことができるため、やはり受益者が負担し

ていると考えられている。逆に外食をしな

い物が税金を介して外食産業等全体の安全

を担保する経費を負担する方が不自然であ

ると主張していた。この考え方は事業者側

にも浸透しており、食品営業許可手数料の

金額の根拠は、監視指導のための人員、そ

の監視指導時間等から算出されている具体

的な計算の説明を受けることで理解が示さ

れている。 
 定期監視は抜き打ちで行われる。各食品

衛生監視員は担当エリアを割り当てられ、

基本的に 1 名で各事業者を抜き打ちで訪問

し、監視指導をおこなう。 
 監視時の各監視員の携行品は以下の通り

である（写真１～６）。 
・ 中心温度計（写真１） 
・ 放射温度計（写真１） 
・ 温度試験紙（食器洗浄器内が規定の高

温に達したかを確認する）（写真２） 
・ 中心温度計プローブ消毒用アルコール

綿（写真３） 
・ 洗剤濃度測定紙（写真４） 
・ 残留塩素測定紙（写真４） 
・ 採点表入力および確認サイン入力・監

視結果アップロード用ノート PC（写真

５）もしくはタブレット端末（写真６） 
・ 名刺と身分証明書（監視のはじめに身

分を証明し、後日の連絡先を教える） 
 
監視指導は州が制定し、各郡が採用してい

る監視採点表を用いて行なっている。ワシ

ントン州では Red & Blue Form という食

品衛生上重大な問題となりうる違反を赤色、

軽微な違反を青色で分けた監査調査票を採

用している（資料５）。赤色には手洗い、加

熱温度、冷却方法、冷蔵温度、消毒、食品

取扱者の健康状況等の項目が含まれている。

これはワシントン州の各郡ではもちろん、

オレゴン州でもほぼ同様のものが採用され

ており、不適事項に対する措置（約 2 週間

等短期間後の再監視、回数が多い場合には

追加監視料が発生する）、の基準となってい

る。例えば食品取扱者の健康状況の違反は

25 点、不適切な手洗いは 25 点、手洗い設

備の不適は 10 点、危害のある食品の温度

を測るために適切な温度計が用意されてい

ない 5 点等となっており、合計点数が 35
点を超過した場合には措置対象となる。隣

の州であるオレゴン州でも基本的にワシン

トン州と類似した監視採点表で同様の方法

で監視を行っている。 
 監視指導においては定期監視の中で食品

の中心温度や消毒液の濃度の測定数値等の

科学的根拠に基づきリスクを適宜説明し、

その対策方法を指導するというリスクベー

スの指導方法を取っていた。その指導の過

程でコミュニケーションを十分に行い、各

事業者にリスクや対策の内容を認識させる

ことに重点を置いており、そのために監視

指導後、現場責任者が納得し理解するまで

時間をかけて説明を行った上で、その場で

ノート PC のタッチパネルかタブレット端

末で了承のサインをしてもらい、その情報

は即座に各郡のデータベースに入力された

うえで、さらに概要が Web ページを介して

一般市民にも公開されるようになっていた。

さらに違反事項があった場合には指摘事項
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が改善されたかの確認に比較的短期間で再

監視を行っていたが。再監視時に改善が見

られない場合には、再度短期間での監視が

行われ、追加監視が年に 1 回を超過した場

合には追加監視料金を請求されるようにな

っていた。追加監視によって手数料が発生

するシステムのため、各食品事業者は追加

監視を受けないよう、衛生状態の改善に努

める動機の一つとなっている。また、監視

が有料であるという意識から積極的に衛生

管理向上のための相談等を事業者側からす

ることも多かった。 
 また今回の調査の 2 州では食品を取扱う

全従業員が「食品取扱者許可証（Food 
Worker Card）」を取得することを義務付け

ており、これは就業前に Web サイト等で食

品安全に関わる基本的な試験に合格するこ

とで取得でき（手数料 10 ドル、有効期限 2
年）、Web サイトから許可証を印刷できる

（資料６）。現場責任者は全従業員の Food 
Worker Card を確認し、監査の時に即座に

掲示できるように保管していなければなら

ない。食品取扱者許可証は州毎に発行して

おり、州をまたがって営業する場合には各

州の食品取扱者許可証を取得しなければな

らない。 
 監視は、各州、各郡においても手洗いや

汚染防止、二次汚染の防止、一般的衛生管

理事項の遵守の確認で日本と同様の監視を

行なっていたが、特に食材および調理中お

よび調理済みの食品の温度管理に主眼を置

いており（資料７）、冷蔵による菌増殖防止、

加熱による殺菌、迅速な再冷却による菌増

殖の防止等により食中毒リスクを低減する

ことを目的としていた。そのために食品衛

生監視員は、冷蔵保存中、調理中、再冷却

中、冷蔵保存中、その他の段階の食材（ラ

ップ等で包装されたものも含む）にアルコ

ール綿で消毒した中心温度計を次々と刺し

て温度測定を行なっていた（写真７～２４）。

各事業者の責任者は食材を刺されることに

抵抗はなく、中心温度計のプローブを刺し

た食材はそのまま（穴があいたまま）提供

されていた。平時から調理担当者が中心温

度を測定することは一般的であることから、

顧客も穴が空いていたりすることは気にし

ないとのことであった。特に生肉の加熱調

理等では中心温度計で中心温度が規定温度

まで達していることを確認するよう指導さ

れており提供前の食材に中心温度計のプロ

ーブを挿し、穴があくことに対する抵抗は

ないようであった。表面温度計やプローブ

の短い中心温度計を使用している事業者に

対しては、中心温度が正確に測定できない

ので長いプローブの中心温度計を用意して

測定するよう指導していた。 
 食品の実測温度が重要視される一方で、

冷蔵庫等に表示されている温度はあまり重

要視されていなかった。これはあくまで食

品そのものの温度管理が重要であるという

考え方にもとづくものであった。 
 
１．ワシントン州 
 
 ワシントン州ではレストランや直接消費

者に売るスーパー等販売店は郡保健局、郡

をまたがり展開する量販店や州立大学等の

州立施設はワシントン州保健局が管轄して

いる。州を超える流通（チェーンスーパー

等）、は米国食品医薬品局（US FDA）が管

轄となる。そのため今回の調査内容となる

小規模食品事業者であるレストランや弁当
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等食品販売等は基本的には郡の管轄となる。 
 ワシントン州では米国のほとんどの州と

同じく、食品を扱う際には必ず使い捨て手

袋を使用するよう義務付けられていた。 
 
１−１．シアトル市・キング郡保健局 
 シアトル市・キング郡保健局では 8 施設

の監視に同行した。そのうち小規模事業者

において、HACCP が義務付けられている

真空包装した肉を販売する事業者が 1 社、

義務ではないものの自社基準でHACCPプ

ランを作成・運用している企業（寿司チェ

ーン店）が 1 社あった。 
 シアトル市・キング郡保健局で監視を行

う食品衛生監視員は約 50 人であった。 
 シアトル市・キング郡では消費者がレス

トランや食品販売店を利用する際の参考に

なるように調査票の採点結果をシアトル

市・キング郡の Web ページに掲載しており、

2017 年 1 月より「食品安全評価システム

（Food Safety Rating System）」を導入し

ており、過 去 4 回の監視結果から

「Excellent、 Good 、 Okay、 Needs to 
Improve」の 4 段階にわけ顔文字（Emoji）
を利用したポスター（A4 サイズ）を店頭

に表示することが義務付けられている（資

料８）。掲示違反には罰金が課せられ、1 回

目の違反は年間営業許可料の 50%、2 回目

は 100%、3 回目以降は 200%が罰金の金額

となる。年に 2 回の通常監視の採点結果に

問題があればランクは下がり、その後複数

回問題がなければランクが上がるようにな

っている。英国でも Food hygine rating 
schemesという消費者が自ら安全性を確認

可能な同様のシステムが運用されている。 
 監視の指摘事項と指導内容等は監視現場

で持参したノート PC に専用アプリケーシ

ョンソフト上で全て入力し、最後に現場責

任者にノート PC およびタブレット端末の

タッチパネル画面の指摘事項を確認させ、

サインをもらった後に完了ボタンを押すこ

とで、監視データがネット経由でシアトル

市・キング郡のデータベースに送信される。

さらにその一部（指摘事項および指導内容

を含む）は自動的にシアトル市・キング郡

の Web ページに掲載され、一般市民が閲覧

することが可能となる。他にもシアトル

市・キング郡では、食品取扱者許可証の取

得、調べたい事業者（レストラン等）の食

品安全評価システムにおけるランキングや

監視における指摘内容や改善内容を閲覧す

ることや、食品安全苦情の申し込み、食中

毒の報告等が全て Web ページ経由で可能

となっている。 
 
 以下に同行した小規模事業者の監視と指

摘内容等についてそれぞれ概要を説明する。 
 
1-1-1. 日本料理居酒屋 
 提供食品は寿司および鶏の照り焼き丼等

様々な日本料理を提供する店舗で、寿司専

門店というよりは日本における居酒屋に近

い飲食店であった。席数はテーブル席 30
人、カウンター席 10 人程度。 
 
指摘事項 
・ 厨房の手洗い設備の前に食材カートが

置かれており、その手洗い設備は使用

している風には見られず、カートを他

の場所に動かすよう指導。 
・ 食材カートの上段には洗剤、下段に食

材である玉ねぎが収納されており、逆
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にするよう指導。 
・ 調理台の上のバッド内の食材（調理前

の解凍エビ）の温度が保存基準値であ

る 5℃より高かったため、すぐに加熱

調理するか廃棄し、冷凍庫や冷蔵庫に

は戻すことはしないよう指導。 
・ レジカウンターそばに手洗い設備がな

い。飲み水供給専用に改造してしまっ

ていたため元の手洗設備に戻すよう指

導。また改善後は、手洗い時に隣接し

て置いている飲料水用コップに手洗い

の水が飛び散らないよう製氷機上にコ

ップを離して配置するよう指導。 
・ 照り焼き丼を調理していた従業員が生

肉を触った手袋を交換せず、そのまま

丼を持ってそれに炊飯器からご飯をよ

そったのを現認。交差汚染の可能性を

説明し、毎回手袋を交換するか両方の

作業を並行してしないよう現場責任者

を介して従業員に指導。 
・ 台拭きをレジカウンター上に放置して

おり、塩素濃度を計測したところ、高

すぎる（200ppm 超）のでカウンター

下に消毒バケツを配置し適切な塩素濃

度の管理を徹底するよう指導。（米国で

は塩素濃度が高いと健康によくないと

の報告があることから、適切な濃度で

の使用を指導している） 
・ 調査した 2 州では、生の食品や食肉を

提供する施設では、メニューの該当す

る食品が掲載されたページの下には

「生、もしくは加熱不十分な食品はあ

なたが食中毒になるリスクを高める可

能性があります」と記載する義務があ

る。記載されていないページが 1 ペー

ジあったため記載するよう指導。 

 
 監視の結果から、違反内容が 35 点を上

回ったため、2 週間以内に改善されたかを

確認するために再度監視に訪れることと、

Food Safety Rating は GOOD から OKAY
になることを説明して納得してもらってい

た。 
 
1-1-2. サンドイッチ販売店（フードトラッ

クを固定した店舗） 
 トレーラーの中に厨房が設置された店舗

でフートドラックと呼んでいる。店舗外の

敷地に屋根のついたテーブル席が 8 席程度

でほとんどの顧客は持ち帰りであった。フ

ァラフェルやシャワルマといった中東のサ

ンドイッチ（薄いパンにひよこ豆、野菜、

肉類を挟んで加熱して提供）とフライドポ

テト等を提供。リスクの高い肉等は生から

の調理は行わず、他の場所で調理した商品

を組み合わせて再加熱して販売する店舗。

フライドポテトは冷凍からフライヤーで揚

げていた。開業時の審査において、商品数

を限定すること（サンドイッチ 3 種（具材

は 5 種類の組み合わせ）、サラダ、フライ

ドポテト）でリスクを軽減するように指導

して許可を出していた。冷蔵・冷凍庫、照

明等の電気は電柱から供給されていたが、

水は毎日他の場所から運んできており、排

水も事業者自らが回収していた。 
 
指摘事項 
・ 手洗い設備の水とお湯は配管にエアー

が入り込んでおり、出が悪かったこと

から水タンクが空になっていると思わ

れた。次の顧客が並んでいたものの、

顧客にも事情を説明して待ってもらい
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（5 分）、すぐに水タンクに汲み置きの

水を補充することで改善した。 
 
 
1-1-3. メキシコ料理レストラン 
 メキシコ料理および酒類を提供するレス

トラン。席数はテーブル席 40 人、カウン

ター席 10人程度。建物は老朽化していた。 
 
指摘事項 
・ 厨房裏口に隙間とネズミの糞を発見。

修理を依頼するよう指導。 
・ 冷蔵庫のパッキン不良。修理を依頼す

るよう指導。 
・ サルサソース等が通路脇の棚に蓋等な

くむき出して置いてあった。中心温度

は低めだが不十分だったため冷蔵庫に

入れるよう指導。 
・ 冷蔵庫内の大きいバケツの作り置きソ

ースは冷却がバケツで直接行われてお

り冷却に時間がかかったと推定される

（不均一な固まり方から推定）。迅速に

冷却するために少量に分けて冷却する

よう指導。 
・ 従業員からの調理後の食品提供までの

時間に関する相談：郡では 4 時間後に

は廃棄、州では 6 時間後に廃棄するよ

う指導しておりダブルスタンダードに

なっていることに対し、細菌増殖のこ

とを考えると 4 時間が推奨されるが、

少し過ぎていても厳しく罰することは

ないと丁寧に説明。 
・ 肉のスライサーは綺麗に清掃されてい

たが、分解掃除をしていないとのこと

だったので定期的に分解掃除するよう

指導。 

・ 濃度不足のため、食器洗浄器にブリー

チを追加して入れるよう指導。（洗浄時

にはブリーチを入れるか、高温で洗浄

するかが義務付け） 
 
1-1-4. 食肉製品販売店（自家製食肉製品で

サンドウィッチ等も提供） 
 自家製食肉製品およびそれを使用したサ

ンドウィッチ等を提供、販売する店舗。定

期監視は終わったばかりだったため、改善

点等のみ確認。 
 
指摘事項 
・ 調味料漬け肉を真空パックにしたもの

を冷蔵庫内で発見した。この場合

HACCP プランが必要となる。 
・ 冷蔵庫内でパックした食肉製品を入れ

ていた容器の蓋が結露していたことか

ら、冷却せず熱いまま冷蔵庫に入れた

と思われる。 
・ 担当者に指摘したところ 2 日後に経営

者が変わる予定なので対応できるかわ

からないと回答。経営者が変わっても

従業員は変わらないとのことなので

HACCP の研修に来るように指導。

HACCP 研修は一般向けのものではな

いが、現場判断で場合によっては受け

るように指導しても良いとの運用。 
・ 大型バケツで腸詰前の肉のパテを冷却

していたが隙間に空気を含ませ、冷却

効率をあげるようにしていたため不問

とした。 
 
1-1-5. 学校給食提供をはじめとする食品

製造調理施設（20 社の食品製造会

社に製造施設を貸している施設） 
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 施設提供会社が冷凍・冷蔵設備、保管庫、

厨房等の食品準備、調理施設を用意し、20
社の食品製造会社（学校給食提供会社を含

む）に時間貸ししている施設の視察（監視

ではない） 
 
概要 
・ 3 シフトに時間を分け、時間により施

設使用料を変えており、施設が無駄な

く活用されるよう工夫されていた。 
・ 冷蔵室や常温保管庫は各社それぞれ別

の棚を用意することで交差汚染を予防。

以前は同じ棚を各社が使用していたた

め、上の棚を使用する会社が生肉を置

き、他の会社がその下に野菜を置くと

いうことがおきて交差汚染が危惧され

たため変更するよう指導した。 
・ 施設提供会社は施設の検査と許可を取

るだけで、食品取り扱い許可は施設を

利用する各社がそれぞれ取っている。 
・ 冷蔵庫の温度は 2 週間に一度記録。 
・ 会社間の資材の窃盗等を防ぐためあら

ゆるところを監視カメラで録画。 
・ 学校給食は陶磁器製の皿と保温移動箱

（保温は湯または電気による）を使用

し輸送中に高温を保持している。 
・ 各ホテルパンは各学校の行き先、メニ

ュー内容等詳細なラベルを付して管理

されていた。 
 
1-1-6. 肉屋（食肉販売業・食肉製品製造業）

【要 HACCP プラン施設】 
 今回、監視に同行した小規模事業者のう

ちHACCPプランと運用が必要とされる唯

一の施設であった。真空パック肉製造・販

売は小売販売には HACCP プランの作成、

審査、記録の保持等が義務となっている。

提出されていたHACCPプランによると重

要管理点（CCP: Critical Control Point）
は温度管理（商品を 5℃未満に維持、1 日 3
回冷蔵庫温度を計測して記録する）と在庫

管理ラベル貼付（商品を 2 週間以内に販売

もしくは廃棄する）とされていた。 
 
指摘事項 
・ HACCP プランに記載されていた冷蔵

庫の 1 日 3 回の計測および記録は一切

行われていなかった。 
・ HACCP プランに記載されていた真空

パックの貼付ラベルは当初申請書にあ

った印刷物ではなく、手書きで記載し

ていた。またそのラベル貼付の記録も

やめてしまっており、販売記録しかな

かった。 
・ 前回、監視を行った食品衛生監視員が

「上記記録は行わなくて良い」と指導

したと事業者側は主張していたが真相

は確認できなかった。監視員が

HACCP プラン必要施設であることを

見落とした可能性も否定できず、PC 上

の監視結果入力ソフトウェアに表示さ

れるようにする等の改善が必要である

とのことであった。 
・ HACCP プランに沿った運用が必要で

あることを説明し、真空パック製品を

保存している冷蔵庫だけでも温度測定

し記録するように指導した。またラベ

ル貼付実施記録を取るように指導した。 
 
 以上のように小規模事業者でも HACCP
プランが必要である施設で、HACCP プラ

ンが提出され、許可されていても、その後
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の運用でプラン通りに実施されていない場

合があることが確認された。他のリスクベ

ースの監視と同様に、定期的な監視指導に

よる確認が重要であることが確認された。 
 
1-1-7. スーパーマーケット鮮魚コーナー 
 大規模スーパーマーケットの鮮魚コーナ

ーの監視を行った。冷蔵庫・ショーケース

内の鮮魚の中心温度を測定し、製氷機のカ

ビの確認等を行い問題はみられなかった。

ワシントン州では貝類は産地、出荷日等の

生産者情報を表示したラベルを販売後 90
日間保存する義務があり、整理保管されて

いた。 
 
1-1-8. 持ち帰り寿司店（チェーン店） 
 HACCP プランは義務ではないものの、

社内規定でHACCPプランを設定し運用し

ているチェーン店を視察した。このチェー

ンは基本的に大型スーパー内の一角を借り

て営業している店舗であり、全米で 3,000
店舗、さらに海外でも展開している大規模

なチェーンであった。キットサップ郡でも

同一チェーンの別店舗の監視に同行した

（キットサップ郡の店舗の監視が先であっ

たが、報告書の構成上シアトル市・キング

郡の店舗の監視を先に記載する）。 

 

指摘事項 

・ 前日に炊いたブラウンライス（酢飯で

はないご飯）の冷却が不十分（外側よ

り内側の方が温度が高い）。 

・ 酢飯が保管基準である 5℃以上の 8.3℃
なので廃棄するように指導。 

・ 明らかに 24 時間以上経過しているの

でブラウンライスを廃棄するよう指導。 

・ ブラウンライスを炊いた後に蓋をして

冷却している（蓋に結露が見られた）。

急速に冷却するために冷却時は蓋をし

にしないように指導。 

・ 酢飯の pH を測定することが義務要件

であるが、従業員が pH メーターの校

正をうまくできなかった。 

・ ツナ巻きの温度を放射温度計と中心温

度計での測定を比較し、放射温度計の

方が 4℉（約 2℃）高いことを見せ、平

時より中心温度計を使うように指導。 

・ HACCP プランのマニュアル等はしま

いこまれており、駆けつけた経営者は

わかっていたものの従業員は存在事態

を把握していなかった。 

 
 キットサップ郡の同一チェーン店舗との

比較により、HACCP プランがあっても現

場で理解がされていない、従業員教育が不

十分、等で機能しない可能性が確認された。 
 
 

１−２．キットサップ郡保健局 

 キットサップ郡保健局の食品衛生監視員

は６人であった。 

 キットサップ郡では 4 施設の監視に同行

した。監視結果の入力や事業者のサインは

タブレット端末によって行われ、シアトル

市・キング郡保健局と同様入力された内容

は完了ボタンを押すとキットサップ郡保健

局のサーバーに送信されるようになってい

た。 
 
 以下に同行した小規模事業者の監視と指

摘内容等についてそれぞれ概要を説明する。 
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1-2-1. 持ち帰り寿司店（チェーン店） 
 上述した大規模チェーンの寿司店で自社

が制定したHACCPプランが運用されてい

るとのことであった。このチェーン店はキ

ング郡店舗と同様にスーパーの一区画を借

りて営業している形態であった。最近定期

監視を行った後だったため、監視としてで

はなく視察として事前に訪問することを連

絡しており、事業者側の準備が万全であっ

たため、HACCP の運用実態としてはあく

まで参考程度であり実際にはキング郡の方

が実態に近いと思われる。ただし、キット

サップ郡の店舗の方がキング郡の店舗より

清潔で、従業員も一般的衛生管理および

HACCP プランに対する理解が深かったた

め、事前連絡がなかったとしてもこちらの

店舗の方が良い監視成績だったと思われる。 
 
概要 
・ 巻き寿司に使用する巻き簾はご飯粒が

つかないようにそれぞれラップしてあ

り、R: Raw（生）、V: Vegitable（野菜）、

C: Cooked（調理済み）とマーキングし

て交差汚染を防いでいた。これはキン

グ郡の店舗では行われておらず、

HACCP プランにも記載されていなか

ったことから店舗毎の運用と思われる。 
・ 測定前に必ず行う pH メーターの校正

にも問題なかった。 
・ pHは炊いた白米に酢を混ぜた直後と1

時間後の 2 回、バッドの中から 5 ヶ所

の酢飯をサンプリングして、水と混ぜ

て測定していた（米に酢が吸収されて

変動するため、安定した後に再度計測

する。5 ヶ所からサンプリングして pH
を測定するのは HACCP プランに記載

されておりキング郡店舗も同じであっ

たが、時間をあけて 2 回測定するのは

キットサップ郡店舗の方だけであった。 
・ 酢飯は 4℃以下の保存状況では 10 時間

提供して良いことになっている。常温

で保存する場合には 4 時間までで、そ

れ以上のものは廃棄する。持ち帰りの

時間も考慮すると 2～3 時間で販売す

るのが望ましい。 
・ HACCP プランの資料はすぐに出てく

る棚に保管されており、全ての温度、

pH 等の測定記録が取られていた。 
・ まな板の消毒は 150～400ppm でアン

モニウム系の消毒剤を使用する。塩素

系を使用するなら 50～100ppm を使用

する。 
 
1-2-2. 大規模スーパー鮮魚コーナー 
 上記チェーン寿司店と同じスーパー内の

鮮魚コーナーの監視を行った。 
 
概要 
・ カキのいけす海水は 15 分毎にフィル

ターで濾過される。2 週間おきに業者

がメンテナンスしており、その記録も

とっている。停電時でもいけすは 5～6
時間は維持可能である。 

・ 貝類は産地、出荷日等の生産者情報を

表示したラベルを販売後 90 日間保存

する義務があり、整理されていた。 
・ 魚介類の生食はツナのみ可能とされて

おり、他のものを生食する場合には寄

生虫対策のために一度冷凍するように

義務付けられている。冷凍作業は納入

前に納入業者が行ったという証明した

ものか、事業者が自ら冷凍しても良い
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ことになっている。しかし冷凍したと

いう証明が難しいことから、冷凍した

商品を証明書と共に納入業者から仕入

れることが多いとのこと。 
 
1-2-3. メキシコ料理レストラン 
 座席数 30 人くらいの店舗。かなり汚い

店で過去にも複数指摘事項が見られたとの

こと。 
 
指摘事項 
・ 蓋なしバッドにソースが入った状態で

冷却のために交差して重ねられており、

交差汚染が起こりやすい冷却方法であ

るため改善を指導。 
・ トルティーアチップスの置き場所や小

分けの際に問題があった（小分けのカ

ゴをチップスの山に直接突っ込み、逆

の素手でチップスを入れていた）ため、

トングを使って入れるように指導。 
・ 飲料等に入れる氷をすくう氷スコップ

をカウンター上に直置きしており不衛

生であったので置き場所を指導。 
・ サルサソースを入れたボウルを氷を入

れたボウルで冷やして保存したが、ソ

ースを入れたボウルが大きく、その底

面しか冷やされていなかった。より大

きいボウルに氷をいれ、全体が冷える

ように小さいボウルにソースを入れる

ように指示。 
・ 冷蔵庫内で生肉の下にその後に加熱工

程のない加工品や野菜を置いていたた

め、生肉を一番下に移動するよう指導。 
 
1-2-4. アメリカ料理レストラン 
   （ステーキ、ハンバーガー等） 

 座席数 50 人くらいの店舗。 
 
指摘事項 
・ 加熱後の塊肉の冷蔵をラップをかけた

まま行ったため中心温度が下がってい

なかった。冷めるまでラップをしない

ように指導。 
・ 鶏肉の細切れを加熱した後冷却する場

合、冷却前に密封型樹脂製袋にまとめ

て密封して冷蔵庫に入れていた。冷却

したからに密封型樹脂製袋に密封する

よう指導。 
・ 冷蔵温度が複数ヶ所で規定値より高か

った。冷蔵庫を修理するよう指導。 
・ 生肉を取り扱った手袋を交換せず、ま

た手洗いもせずに焼成後のバーガーの

バンズを取り扱った。バンズの廃棄と

手袋の交換および手洗いを指導。 
・ 冷蔵庫内で生肉（ラップ済）と野菜（ラ

ップ済）が接触していたので離すよう

に指導。 
・ 製氷機内部の破損をガムテープで補修

していたので修理するよう指導。 
・ ジャガイモを加熱後丸ごと冷却してい

たが冷却時間短縮のために小さめに切

ってから冷却するよう指導。 
・ 冷凍品の解凍は流水で行うよう指導。 
・ プローブの短い中心温度計を使用して

おり、大きめの肉の内部まで測定でき

ないことから長めのプローブのものを

使用するよう指導。 
 
１−３．クラーク郡保健局 

 クラーク郡の食品衛生監視員は 6人で、

イベント等が多くなる夏場は臨時採用の監

視員も加わる。一人当たり年間 500施設を
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担当する。年に 2回の監視および追加監視

や他の監視業務で年間 2000 施設の監視を

一人で行う。 

 

1-3-1. 回転寿司店 
 日本に本店がある回転寿司チェーン店の

監視に同行した。責任者は日本人で、日本

の店舗での勤務経験もあったため、米国の

おける監視が日本の監視と大きく異なる部

分を聞くことができた。 
 
概要および指摘事項 
・ 回転している皿は 90 分回ったら自動

でレーンから除かれて廃棄される。皿

の裏のチップで管理している。 
・ 寄生虫対策のため、生食する魚介類は

冷凍済みのものを仕入れ、、冷凍した者

が作成した証明書を掲示してある。店

舗で魚介類を冷凍して生食として提供

はしていない。 
・ 冷蔵庫内にアスパラガスがむき出しで

入っていたため、相互汚染しないよう

容器に入れるよう指導。 
・ 米国の監視は日本と比較して温度管理

（冷蔵庫の温度計ではなく食材の中心

温度の実測値を確認される）に厳しい。 
・ クラーク郡ではシャリが常温で 4 時間

しか置いておけないのは寿司店として

は厳しい。 
・ 手袋が必須で頻繁に交換しないといけ

ないのが日本と異なる。 
 
1-3-2. スポーツバー（チキンウイング、ハ

ンバーガー等）全米で 1,000 店舗以上、世

界で 5,000 店舗を超える大規模チェーン店。

このエリアだけで 20 店舗を構える。 

 
概要および指摘事項 
・ 全てがマニュアル化されており、非常

に効率的。 
・ バーエリアの食器洗浄器の塩素濃度が

50ppm だったため改善するよう指導。 
・ 加熱した食品は 65.6℃で保持すれば

12 時間までは使用可能。 
・ 手袋も手洗いも作業毎や用途が変わる

毎に手順通り行っており、どの従業員

にも問題がなかった。 
・ 酒類の販売は別の許可になり、それは

クラーク郡ではなくワシントン州が管

轄している。 
 

１−４．ワシントン州保健局およびワシント

ン州検査機関 

 
 米国では州によって Food Code が多少

異なるものの基本的には米国食品医薬品局

（US FDA）作成の FoodCode をベースと

して各州が多少変更したものを採用してい

る。US FDA Food Code は数年に一度改定

されており 2017 年版が最新である。ワシ

ントン州の現行 Retail Food Code 2017 年

版は当時最新版であった 2013 年版ではな

く 2009 年版をベースにワシントン州

Retail Food Code を制定している。このよ

うにどの版の US FDA Food Code を基本

として各州の Food Code を制定するかの

判断は各州に任せられている。 
 ワシントン州保健局では各郡の食品衛生

監視員の指導も行なっており、新採用職員

に向けての導入コースや再教育等を定期的

な研修等を通して行なっている。監視指導

の平準化にも力を入れており、再教育にお
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いては実際の監視指導に同行することで評

価を行なっている。 
 

２．オレゴン州 

 

 オレゴン州ではワシントン州や米国の多

くの州とは異なり、食品を扱う際の使い捨

て手袋を使用する義務はなかった。素手で

食材を取り扱っており、その代わり手洗い

を徹底することで衛生管理を確保するとい

う考え方であった。 

 

２−１．ムルトノマ郡保健局 

 

 ムルトノマ郡保健局では 25 人の食品衛

生監視員がレストラン 3,500施設、キッチ

ンカー1,000 施設の監視を行っている。年

に 2回の通常監視と追加監視など、一人で

300～350 施設を担当し、年間一人あたり

800 施設の監視業務を行う。食中毒対応は

監視員のうち、特別なトレーニングを受け

たチーム（6 人）で対応している。その他

に疫学者 4 人や看護師 8 人も加わっている。

本地域は移民が多いことから Food Code
どおりにはなかなか運用できず、食材や調

理法に応じて代替案等も掲示するようにし

ている。注意喚起ステッカーや配布物は 5
～6 か国語に訳している。 
 HACCP が要求されるのは熟成肉、脱酸

素容器入り食品、酢漬けの瓶詰などの製造

販売である。 

 

 以下に監視指導同行の概要を記載する。 

2-1-1. フードトラックをたくさん集めた

フードパーク 

 当該地域にはフードトラックを集めてフ

ードパークとしたところが 80ヶ所あり、全

米で一番多いと思われる。ゴミ箱、電気、

上下水道を完備し、全てのフードトラック

に供給している。 

概要 

・ 各フードトラックでは衛生管理を容易

にするため、提供メニューを少なめに

なるよう指導している。グループ化す

ることで工程を単純化してすくなくな

るよう指導している。 

・ フードトラックでも施設基準は決まっ

ており、レストランと同等の要求基準

である。しかしながら換気フード等は

フードトラックでは必須ではない。 

・ ペーパータオルまたはエアシャワーの

完備が要求される。 

・ 当該地域はデリバリー業者が発達して

おり、デリバリー業者経由で、スマー

トフォン等のアプリで注文を受け、デ

リバリー業者が食品をピックアップし

て配達するようにもなっていた。デリ

バリー業者 1 社につきアプリを立ち上

げていないといけないため、デリバリ

ー業者の数だけタブレット端末を並べ

て注文を受けるようになっていた。 

 

2-1-2.ハワイアンレストラン 

 ハワイ料理とケーキ、パン類も出すレス

トラン。 

 

指摘事項 

・ 寄生虫対策のため、魚を生で提供する

場合は 4℉（-15.6℃）で 7 日間冷凍しな

ければならない。他の食材も冷凍庫に

入れており、開閉があるため 7 日間の

冷凍が担保されない。他の食材はその
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冷凍庫に入れないように指導した。 

・ 洗浄機で塩素を使わず高温洗浄の場合

は 160℉（71℃）以上で洗浄。塩素注入

の時は 120℉（48.9℃）で洗浄。 

・ 当該店舗は調理場の奥にケーキやパン

等を作るスペースがあり、前回監視時

の後にベニア板で仕切り、扉もつけて

別の部屋として運用していた。その場

合には各部屋に手洗いシンクを作らね

ばならないので、仕切りを取るか、シ

ンクを作るかして対応するよう指導し

た。 

 
2-1-3. フードコート 
 小規模店舗が 4、5 店集まるフードコー

トであった。 
 
概要および指摘事項 
・ キュウリの酢漬けを製造している店舗

があったが密封せずに瓶に入れて冷蔵

していたので HACCP プラン作成の対

象ではない。 
・ ピザ屋では加熱終了時刻が伝票に記載

して管理されており、4時間で廃棄して

いた。 

 

２−２．オレゴン州保健局およびオレゴン州

検査機関 

 
オレゴン州でもUS FDAのFoodCodeを改

変してオレゴン州 Food Code として利用

している。小売店やレストラン等の小規模

事業者は郡の保健局が管轄している。一方、

農産物から派生する食品を製造販売してい

る小売店等の施設はオレゴン州農務局が管

轄しており、州の保健局は食品の通常監視

は行なっていなかった。 
 各郡の監視員の教育プログラムはオレゴ

ン州が行なっており、監視の平準化の担保

のために定期的に監視員に対してテストを

行なっており、点数が悪い場合には再教育

を受けさせている。また基本の監視は 1 人

で行うが、新人教育では 25 日間にわたり

ベテランと新人で組んで 2 人で監視を行う。

オレゴン州での監視で最も重要視している

のは、病気の従業員がいないこと、手洗い、

温度管理である。なお、監視業務は州が郡

に委託している形になっている。 
 
Ｄ. 考察 

 
 米国では州によって Food Code が多少

異なるものの基本的には米国食品医薬品局

（US FDA）作成の Food Code をベースと

して各州が多少変更したものとなっていた。

小規模事業者の監視指導は各州制定の

FoodCode を元に各郡が行っているが、そ

の内容は HACCP の考え方に基づいた、リ

スクベース（Risk Based）の監視指導であ

った。小規模事業者において HACCP 運用

は基本的に要求されておらず、ハイリスク

ゆえにHACCPプランの提出および監視指

導時の運用確認が義務となっている真空パ

ック食品などの特定の製品を製造販売する

小規模事業者を除くと、HACCP を運用し

ている小規模事業者は、チェーン等の自社

規定で運用している場合だけであった。ま

た、HACCP プランの提出が要求され、プ

ランが提出されている小規模事業者でも温

度記録が取られていない、管理記録が取ら

れていない、等の運用違反が見られ、運用

実態の頻回の監視とその改善指導が重要で
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あることが示唆された。 
 HACCP を要求されない小規模事業者の

監視指導においては、年 2 回という定期的

な監視指導の中で食品の中心温度や消毒液

の濃度の測定数値等の科学的根拠に基づき

リスクを適宜説明し、その対策方法を指導

するというリスクベースの指導方法を取っ

ていた。その指導の過程でコミュニケーシ

ョンを十分に行い、各事業者にリスクや対

策の内容を認識させることに重点を置いて

おり、そのために監視指導後、現場責任者

が納得し理解するまで時間をかけて議論を

行った上で、納得した上で監視採点表にサ

インをもらっていた。さらに違反事項があ

った場合には指摘事項が改善されたかの確

認に比較的短期間（約 2 週間後）で再監視

を行っていた。再監視時に改善が見られな

い場合には、再度短期間での監査が行われ、

追加監視が年に 1 回を超過した場合には追

加監視料金を請求されるようになっていた。

基本的に食品営業許可（期限 1 年）には年

に 2 回の通常監視および 1 回の追加監視が

含まれており、それを超過する場合には追

加手数料が徴収される。これにより、各食

品事業者は追加監視指導を受けないよう改

善に努める動機の一つとなっていた。また、

監視指導が有料であるという意識から積極

的に衛生管理向上のための相談等を事業者

側からすることも多かった。 
 監視指導では、手洗いや汚染防止、二次

汚染の防止、一般的衛生管理事項の遵守の

確認等、日本と同様の監視を行なっていた

が、特に食材および調理中および調理済み

の食品の温度管理に主眼を置いていた。食

品衛生監視員は、冷蔵保存中、調理中、冷

却中、冷蔵保存中、その他の段階で多数の

食材に中心温度計を刺して温度測定を行な

っていた。食品の実測温度が重要視される

一方で、冷蔵庫等に表示されている温度は

あまり重要視されておらず、それは食品そ

のものの温度管理が重要であるという考え

方であった。 
 今回の調査から定期的な監視指導および

違反時の短期間の追加監査等の継続的な指

導は事業者の理解を深めるために最も有効

であると考えられた。また、それぞれの違

反内容を点数で評価し、その合計点数によ

り行政処分の内容（再検査等やその頻度）

が決定されるようになっており、各事業者

が納得しやすい点も評価された。 
 日本と異なり、人件費を含め食品衛生監

視に係る費用は、食品営業許可費、新規費、

追加監査費等から賄われており、それによ

り監視指導人員および監視回数、各施設に

おける指導時間の確保を担保している。食

品衛生監視指導は税金からではなく、営業

利益を得る事業者が費用を負担すべきであ

るという、受益者負担の概念から、このよ

うなシステムになっている。 
 監視レベルの標準化に関しては各郡が定

期的な監視員の評価を行うことはもちろん、

各州の担当者が定期的に各郡の監視員に同

行して監視指導の評価を行い、評価点数が

低かった場合には再教育を受ける等のシス

テムが確立していた。監視員の資質向上の

ための教育システムも郡レベル、州レベル

で充実していた。 
 日本においても小規模事業者に対する

HACCP の考え方に基づくリスクベースの

衛生管理の一環として、例えば年 2 回の定

期的な監視、速やかな再監視の実施、監視

間隔の短縮等により不適事項を減少させる
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改善が可能となると思われる。また監視指

導内容を中心温度等の数値を活用すること

により科学的に説明することによって、事

業者の衛生管理に対する意識向上や問題点

の改善意欲を高めることが可能になると期

待できる。 
 
 
Ｅ. 結論 

 
 本調査により、米国２州の４郡における

小規模事業者への食品衛生監視指導の運用

実態が確認された。 
 小規模事業者においてHACCP運用は基

本的に要求されておらず、ハイリスクゆえ

にHACCPが義務となっている真空パック

食品などの特定の製品の製造販売だけであ

った。また、HACCP プランの提出が要求

され、プランが提出されている小規模事業

者でも運用違反が見られ、HACCP プラン

の作成後の運用の監視が重要であることが

示唆された。小規模事業者監視指導におい

ては年 2 回という定期的な監視指導の中で

食品の中心温度や消毒液の濃度の測定数値

等の科学的根拠に基づきリスクを適宜説明

し、その対策方法を指導するというリスク

ベースの指導方法を取っていた。 
 今回の調査から定期的な監視指導および

違反時の短期間（約 2 週間後）の追加監査

等の継続的な指導は事業者の理解を深める

ために最も有効であると考えられた。 
 日本においても小規模事業者に対する

HACCP の考え方に基づくリスクベースの

衛生管理の一環として、例えば年 2 回の定

期的な監視、速やかな再監視の実施、監視

間隔の短縮等により不適事項を減少させる

改善が可能となると思われる。また監視指

導内容を中心温度等の数値を活用すること

により科学的に説明することによって、事

業者の衛生管理に対する意識向上や問題点

の改善意欲を高めることが可能になると期

待できる。 
 
 
Ｆ. 研究発表 
１．論文発表 
 
２．学会発表 
 
Ｇ. 知的財産権の出願・登録状況 
特になし 
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資料１：US FDA Food Code 2009 年版の表紙および目次 
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資料２： Washington State Retail Food Code 表紙および目次 
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資料３A：HACCP プランの提出および監視指導時の運用確認が義務となっている製品に

関する説明パンフレット（オレゴン州、ムルトノマ郡） 
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資料３B：HACCP プランの提出および監視指導時の運用確認が義務となっている製品に

関する説明パンフレット（オレゴン州、ムルトノマ郡） 
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資料３C：HACCP プランの提出および監視指導時の運用確認が義務となっている製品に

関する説明パンフレット（オレゴン州、ムルトノマ郡） 

 

 
 
 



 89 

資料３D：HACCP プランの提出および監視指導時の運用確認が義務となっている製品に

関する説明パンフレット（オレゴン州、ムルトノマ郡） 
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資料３E：HACCP プランの提出および監視指導時の運用確認が義務となっている製品に

関する説明パンフレット（オレゴン州、ムルトノマ郡） 
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資料４A： 新規開業時書類審査手数料および年間営業許可の費用 1（ワシントン州、ク

ラーク郡保健局） 
https://www.clark.wa.gov/sites/default/files/dept/files/public-health/Food%20Safety/Fo
odFeesDefinitions.pdf 

 

https://www.clark.wa.gov/sites/default/files/dept/files/public-health/Food%20Safety/FoodFeesDefinitions.pdf
https://www.clark.wa.gov/sites/default/files/dept/files/public-health/Food%20Safety/FoodFeesDefinitions.pdf
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資料４B： 新規開業時書類審査手数料および年間営業許可の費用 2（ワシントン州、ク

ラーク郡保健局） 
https://www.clark.wa.gov/sites/default/files/dept/files/public-health/Food%20Safety/Fo
odFeesDefinitions.pdf 

 

https://www.clark.wa.gov/sites/default/files/dept/files/public-health/Food%20Safety/FoodFeesDefinitions.pdf
https://www.clark.wa.gov/sites/default/files/dept/files/public-health/Food%20Safety/FoodFeesDefinitions.pdf
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資料５： ワシントン州の各郡が使用している監視採点表（ワシントン州、シアトル市・

キング郡保健局） 
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資料６： 食品取扱者許可証（Food Worker Card）（ワシントン州、シアトル市・キング

郡保健局） 

 

 

資料７：食品の温度管理と対応（ワシントン州、シアトル市・キング郡保健局） 
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資料８： 食品安全評価システム（Food Safety Rating System）ポスター（ワシントン

州、シアトル市・キング郡保健局） 
 

 

 

 



 96 

食品衛生監視員の監視指導時の基本携行品（写真１～６） 

 

写真１：温度計（中心温度計および放射温度計） 

 
 
写真２：温度試験紙（食器洗浄器内が規定の高温に達したかを確認する等） 
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写真３：中心温度計プローブ消毒用アルコール綿 

 

 
写真４：洗剤濃度測定キットおよび残留塩素測定キット 
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写真５：採点表入力および確認サイン入力・監視結果アップロード用ノート PC 

 

 
写真６：採点表入力および確認サイン入力・監視結果アップロード用タブレット端末 
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写真７：プローブが長い中心温度計であらゆる食材の温度を測定し記録する 

 

 

写真８：野菜等の冷蔵温度測定 
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写真９：フライドチキンの中心温度測定 

 

 

写真１０：サラダソース等の冷蔵温度測定 
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写真１１：野菜およびソース等の冷蔵温度測定 

 

 

写真１２：サルサソース等の冷蔵温度測定 
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写真１３：定温室内の作り置きソース等の冷蔵温度測定 

 

 

写真１４：スープの温度測定 
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写真１５：調理前冷蔵ハンバーガー肉（パテ）の中心温度測定 

 
 

写真１６：加熱済みハンバーガー肉（パテ）の中心温度測定 
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写真１７：ショーケース内の牛肉塊の中心温度の測定 

 

 

写真１８：ショーケース内の丸ごと鶏肉の中心温度の測定 
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写真１９：味噌汁用豆腐の冷蔵温度測定 

 

 

写真２０：寿司ネタの冷蔵温度測定 
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写真２１：販売冷蔵棚の寿司の温度測定（測定後パックを閉じてそのまま販売） 

 

 

写真２２：販売冷蔵棚の寿司の温度測定（測定後パックを閉じてそのまま販売） 
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写真２３：ショーケース内のマッシュドポテトの温度測定 

 

 

写真２４：冷蔵庫内温度は冷蔵庫付属温度計の数値を使用せず、持参した温度計で測定 
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平成 29 年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 

協力研究報告書 

 

アメリカの Servsafe マニュアルに基づく HACCP の考え方を取り入れた 

衛生管理支援 

協力研究者  豊福 肇  山口大学共同獣医学部 

 

研究要旨 

HACCP の考え方を取り入れた衛生管理を実施する飲食店等の衛生管理計画作

成を支援するため、米国の Servsafe マニュアルをレビューし、衛生管理計画作成

できるデータの抽出を試みた。 
実務的な温度と時間のコントロールの事例が多数含まれていたことから、小規

模事業者が衛生管理計画の重要なチェックポイントを作成し、実施する上で有用

な情報源であると考えられた。しかし、実際の使用に当たっては、自らの施設で

本当に安全な食品が提供できるか、事前の妥当性確認が必要であると考えられ

た。 

 

A. 研究目的 
Servsafe manager 6th edtion を解析し、

飲食店向け HACCP の考え方を取り入

れた衛生管理を支援できる情報収集を

行った。 
 
B. 研究方法  
 米国全米レストラン協会が作成した、

Servsafe manager 6th edtionをレビューし

た。 

 
C.研究結果 

別紙参照 

 
D.考察 
 本ガイドラインは飲食店等の食品事業者が

HACCPの考え方を取り入れた衛生管理計画書

を作成する上で有用な情報、データが多数含

まれていた。しかし、実際の使用に当たって

は、自らの施設で適用可能か、確認が必要で

あると考えられた。 

  
 

E.結論 
HACCPの考え方を取り入れた衛生管理を実

施する飲食店等の衛生管理計画作成を支援す

るため、米国の Servsafe マニュアルをレビ

ューし、衛生管理計画作成できるデータの抽

出を試みた。 

実務的な温度と時間のコントロールの事例

が多数含まれていたことから、小規模事業者

が衛生管理計画の重要なチェックポイントを

作成し、実施する上で有用な情報源であると

考えられた。しかし、実際の使用に当たって

は、自らの施設で本当に安全な食品が提供で

きるか、事前の妥当性確認が必要であると考

えられた。  
 

F. 研究発表 
1. 論文発表 
 食品のリスク分析・評価に基づく科学的な

衛生監視指導体制の現状と課題 (特集 衛生監

視・指導行政の現状と課題). 公衆衛生, 

81(8):2017.8 p.618-624 

2. 学会発表 
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豊福肇．輸入食品リスクランキングモデルの

構築. 第 113回日本食品衛生学会学術講演

会．東京 

G.知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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別紙  結果 
１．構成は以下のとおり 
Introduction 
第 1 章 安全な食品の提供 
第 2 章 汚染の形態 
第 3 章 安全な食品取扱い者 
第 4 章 食品のフロー：導入 
第 5 章 食品のフロー：購入、受入及び保管 
第 6 章 食品のフロー：調理 
第 7 章 食品のフロー：提供 
第 8 章 食品安全管理システム 
第 9 章 安全な施設とペストマネジメント 
第 10 章 洗浄消毒 
 
２．温度管理が必要な食品 TCS: 
乳、乳製品、食肉、魚、ベイクドポテト、貝、甲殻類、殻付き卵、炊いた米、豆腐、スプラ

ウト及びその種子、スライスしたメロン、カットトマト 
各 Chapter review のケーススタディで何がいけないか、どうすべきであったかが面白い 
 
３．重要なチェックポイント 
 一般衛生管理については、わが国の既存の資料と差がないことから、以下、重要なチェッ

クポイントになり得る点に焦点を絞って調査を行った結果を示す。それらは、第 5 章 食

品のフロー：購入、受入及び保管に集中していた。 
 
3.1 受入時 
要冷蔵の食品は中心温度計で 5℃以下であることを確認する。その他の特に管理が重要な

食品の温度は以下のとおり。 
活の二枚貝：気温７℃以下、品温 10℃以下、受け取った後は 5℃以下 
むき身の貝類：受入時 7℃以下、受け取った後は 5℃以下 
牛乳：受入時 7℃以下、受け取った後は 5℃以下 
殻付き卵：気温７℃以下 
熱い食品：57℃以上で受入 
冷凍食品：受入時、しっかり凍っていること 

 
3.2 保管 
TCS 5℃以下または 57℃以上 
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自分の店で調理した TCS は 24 時間以内で使用 
先入先出 
床から 15cm 以上離して保管 
肉と魚は RTE と別の冷蔵庫で、あるいは肉魚は下で保管 
 
3.3 解凍 
解凍は 5℃以下、または 21℃以下の流水で、5℃以上で 4 時間以降放置してはならない。 
 
卵の割おきをするときは、ミックス後速やかに加熱するか、5℃以下で保管 
 
3.4 加熱 
最小中心温度 食品のタイプ 
74℃15 秒 ホールの鶏肉または鶏肉のひき肉 

魚、肉及び食鳥肉に詰め物をしたもの 
過去に加熱した TCS を原材料に含む料理 

68℃15 秒 牛、豚及びその他の食肉のひき肉 
注入した食肉、ブラインしたハム、フレーバーを注入した肉 
機械的に柔らかくした食肉 
走鳥類（エミュ、ダチョウ） 
チョップ、ミンチした魚介類 
提供まで高温保管する鶏卵 

63℃15 秒 魚介類 
ステーキ、チョップ（牛、豚、子牛、ラム） 
商業的に育成した狩猟肉 
加熱後すぐに提供する卵 

63℃4 分 豚、牛、子牛およびラムのロースト 
ローストの温度と時間 
温度℃ 時間（分） 
54 112 
55 89 
56 56 
57 36 
58 28 
59 18 
60 12 
61 8 
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62 5 
 

57℃ 果実、野菜、穀類及び豆類で提供まで高温保管保管される 
  
3.5 電子レンジを用いた加熱 
食肉、食鳥肉、魚介類及び卵を電子レンジで加熱する場合は 74℃まで加熱すること。 
その際、表面の乾燥をさけるためカバーをすること 
途中で場所を変えるか、撹拌して食品が均一に加熱されるようにすること 
加熱終了後もカバーをしたまま少なくとも二分間食品を放置し、熱が行き届くようにする

こと。 
少なくとも 2 か所の温度を測定し、十分に加熱されたことを確認すること 
 
3.6 調理途中で部分的な加熱をするとき 
食肉、食鳥肉、魚介類及び卵及びこれらを含む食品を調理するときの注意点 
① 最初の加熱で 60 分以上加熱しない 
② その後速やかに冷却する 
③ 冷却後食品を冷蔵（5℃未満）または冷凍する。 
④ 販売または提供前にそれぞれの食品の要求される温度まで加熱する 
⑤ すぐに提供されない場合には冷却する 
 
3.7 冷却 
最初の 2 時間に 57℃から 21℃まで冷却 
次に 21℃から 5℃まで 4 時間で冷却 
もし、最初の 2 時間で 21℃まで冷却できない場合、再加熱し、それから冷却する 
もし、57℃から 21 度が 2 時間未満であったとき、残った時間を 21－5℃への冷却に使用し

てもいいが、57 から 5℃までのトータル時間は 6 時間を超えてはならない 
冷却方法：まずサイズを小さくする。氷水 bath, 中に氷水を入れられるヘラでかき混ぜる。 
冷製スープやシチューを作成する際、原料の水を少量にして加熱し、その後、氷を追加して

冷却 
 
3.8 再加熱：高温保管する TCS は 74℃15 秒で再加熱 
 
3.9  高温保管：TCS は 57℃以上、（セレウスの増殖を予防） 
低温保管：TCS を 5℃未満（黄色ブドウ球菌の増殖を防ぐ） 
温度は 4 時間ごとに測定、 
2 時間ごとのモニタリングの場合、もし 57℃未満の場合、再加熱してまた高温保管に戻す

改善措置をとれる 
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3.10 冷たい食品 
以下の条件を満たす場合は冷蔵庫から出して 6 時間までは常温で保管できる 
・冷蔵庫から出すまで 5℃以下で保存していた 
・冷蔵庫から出した時間が表示されている。 
・提供されるときに 21℃未満 
・6 時間以内に販売、提供または廃棄する 
 
3.11 暖かい食品 
 以下の条件を満たす場合は、高温保管庫から出して 4 時間までは常温で保管できる 
・高温保管庫から出すまで 57℃以上で保存していた 
・廃棄すべき時間が表示されている。 
・４時間以内に販売、提供または廃棄する 
 
3.12 再加熱 
高温保管する食品の再加熱は 74℃、15 秒以上 
商業的に加工された包装済み食品の場合は中心温度を最低でも 57℃まで加熱 
 
3.13 食品安全マネジメントシステム 
飲食店等の食品安全マネジメントシステムは次の 8 分野に大別され、それぞれの手順と確

認が必要となる。 
 従事者衛生 
 サプライヤーの選択と仕様 
 洗浄消毒プログラム 
 施設のデザインと器具のメンテナンス 
 食品安全トレーニングプログラム 
 品質管理保証プログラム 
 標準作業手順書（SOP） 
 ペストコントロール 
 
3.13 食中毒の原因 
食中毒の発生原因は次の 5 点に集約されるので、これらが起こらないような衛生管理が」

重要となる。 
 不安全なソースから原材料を購入 
 正しく加熱していない 
 正しい温度で食品を保管していない 
 汚染された機械器具を使用した 



115 
 

 従事者の個人衛生が適切に実施されていない 
 
 

4 HACCP の適用事例（メロンサラダ） 
 
本書では、コーデックス委員会の HACCP7 原則を説明したうえで、フルーツバスケット（フ

ルーツサラダ）における HACCP 適用の事例を紹介しているので、以下に示す。 
① ハザード分析 

サラダには生鮮すいか、ハニーデューメロン、およびカンタロープメロンを原材料とし

て用いていた。HACCP チームは生鮮のカットメロンの微生物が健康リスクをもたらす

と決定し、重要なハザードとした。 
② CCP の決定 
メロンは洗浄、保管後提供される。メロン表面の洗浄その後の乾燥と保管を CCP とした。

前者は微生物を減少させ、後者は正しい温度で保管することで微生物の増殖を抑える。なお、

承認されたサプライヤーからのみメロンを購入しているので、購入は CCP としなかった。 
③ CL の設定 

洗浄乾燥の CCP については、メロン全体を洗浄、ごしごしこすった後乾燥させるテク

ニックを示した SOP を作成し、従業員に順守させることとし、保管の CCP については

5℃未満保管を CL とした。 
④ モニタリング手順 

モニタリングはチームリーダーが行い。洗浄では表面の土が除去されていることの目視

確認後、カットした後は容器に入れる。調理済のメロンサラダは容器にいれ、陳列用冷

蔵ケースに保管する。メロンサラダの中心温度が 5℃未満であることを一日 3 回測定。 
⑤ 改善措置 

洗浄後まだ、土が残っていれば再洗浄。その後、チームリーダーがカットして良いか承

認する。 
保管の CCP について、もしモニタリングで 5℃を超えているサラダを発見した場合、

保管庫内のすべてのサラダの測定を行い、5℃以上のものは廃棄する。 
⑥ 検証手順 

オペレーションチームリーダー（OTL）が各シフトの終わりにチェックシートのレビュ

ーを行う。また、OTL は改善措置が採られ、記録されたかをチェックする。4 半期ごと

にシステム全体のレビューを行う。 
⑦ 記録の保持 

メロンによる食中毒は喫食後 16 週後に発症したことがあることから、記録は 16 週間

保管することに決めた。 
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５．その他 CCP となり得る特定の工程 
 上記以外に、CCP となることが多いと考えられる工程として次のようなものが列挙され

ていた。 
・保存性を高めるための燻煙 
・温度と時間のコントロールが不要になるように添加物または食品成分（例、酢）を添加す

る 
・塩蔵する 
・低酸素包装、真空包装、ガス置換包装 
・ジュースの殺菌 
・スプラウトの発芽 
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